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プレスリリース 

令和 6 年 9月 20 日 

 

－－  審審査査事事務務規規程程のの一一部部改改正正ににつついいてて（（第第 5599 次次改改正正））－－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 6年 10 月 1 日から施行します。 

 
主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）及び道路運送車両の保安

基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一部改正に伴

う改正 

○ 事故情報計測・記録装置（EDR：Event Data Recorder）について、これまで

の乗用車等の小型車に加え、大型車（乗車定員 10 人以上の乗用車及び車両総

重量 3.5ｔを超える貨物車）についても、協定規則第 169 号（大型車用事故情

報計測・記録装置に係る協定規則）の要件を満たすものを備えなければならな

いものとして、対象とする自動車及び審査方法を規定します。［6-110 の 2］ 

○ 乗車定員 10 人以上の乗用車に座席一体型の年少者用補助乗車装置（チャイ

ルドシート）を備える場合には、協定規則第 170 号（バスの座席一体型年少者

用補助乗車装置に係る協定規則）の要件を満たさなければならないものとして、

対象とする自動車及び審査方法を規定します。［7-47］ 

○ 自動車（大型特殊自動車及び被牽引自動車を除く。）には、ライフタイム・

瞬時における燃費値、バッテリー劣化度等の記録・読出しをすることができる

「車載式燃料・電力消費等測定装置」を備えなければならないものとして、対

象とする自動車及び審査方法を規定します。［6-9、7-9、8-9］ 

 

２．自動車技術総合機構オンライン届出システムの導入に伴い、当該システムを活用

して提出された並行輸入自動車届出書の取扱い等を規定します。［別添 3］ 

 

３．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

 

 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
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プレスリリース 

令和 6年 12月 26日 

 

－－  審審査査事事務務規規程程のの一一部部改改正正ににつついいてて（（第第 6611 次次改改正正））－－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11年法律第 218号）第 13条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 7年 1 月 6日から施行します。 

 
主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準（昭和 26年運輸省令第 67号）及び道路運送車両の保安

基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一部改正に伴

う改正 

 自動車の後退時に発生する事故を防止するために、乗車定員が 10 人以上かつ

車両総重量が 3.5トンを超える乗用自動車や車両総重量が 3.5トンを超える貨物

自動車について、自動車が後退することを歩行者等に通報する装置として UN 

R165「車両後退通報装置に係る協定規則」に適合する車両後退通報装置（バック

アラーム）の装備が義務付けられることに伴い、審査方法等を規定します。［6-105

の 2、7-105の 2、9-14］ 

 

２．新規検査等における提出書面関係［別添 2］ 

車両後退通報装置の装備義務車の架装内容を把握するために、「車両後退通報

装置の取付状態確認書」を新設します。 

 

３．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
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プレスリリース 

令和７年３月１３日 

 

－－  審審査査事事務務規規程程のの一一部部改改正正ににつついいてて（（第第 6633 次次改改正正））－－  
 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 7 年 4 月 1 日（一部は令和 7 年 10 月 1 日）か

ら施行します。 

 

主な改正の概要は、次のとおりです。 
 

１．新規検査等における書面審査関係［別添 2］ 

○ 別添 2 新規検査等書面審査要領について、本文＋附則 1～4 から成り立って

いた構成を見直して一本化するとともに、対象となる検査種別と自動車の種類

をわかりやすく表現します。 

○ 新規検査等届出書及び添付資料の記載方法等について更なる明確化を図り

ます。 

○ 自動車技術総合機構オンライン届出システムの運用開始に向けて、当該シス

テムを活用して提出された届出書等の取扱いを規定します。 
 

２．並行輸入自動車にかかる事前書面審査関係［別添 3］ 

○ 同一構造の二輪自動車であって一定の要件を満たすものについては、複数台

数をまとめて地方検査部又は沖縄事務所に届出することを可能とし、その取扱

い及び必要な様式を規定します。 

○ 並行輸入自動車届出書（第 1号様式）及び車両諸元概要表（第 2号様式）に

ついて、記載項目及び構成を見直して簡素化します。 
 

３．令和 7年 4月 1日から、残存する自動車検査証の有効期間を失うことなく継続検

査が受検可能な期間の起算日が、自動車検査証の有効期間満了日の 2か月前になる

ことに伴い、ガス容器等再試験結果証明書の有効期限について、ガス容器等再試験

を実施した日の 1年 2か月後の日に変更します。［4-25］［様式 16］ 
 

４．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
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令和7年4⽉21⽇(⽉)よりオンライン届出システムにて
新規検査等届出のオンライン届出も可能になります！

現在、並⾏輸⼊⾃動⾞事前書⾯審査に対応しているオンライン届
出システムにて、新たに新規検査等届出の対応を開始します。
インターネットの専⽤システムにて、必要項⽬の⼊⼒や添付資料

のアップロードにより、オンラインでの届出を開始いたします。ま
た、オンラインにて届出をする場合、２４時間届出することが可能
になります。
なお、オンライン届出に対する機構での受付は原則開庁⽇の業務

時間内になります。

これまで、対⾯や電話にてご確認頂いていた審査状況がシステム内でリアルタイムで確認可能です。
また、届出時の資料の差し替え（補正）もシステム内メッセージにて、登録いただいたメールアドレ
ス宛に通知されますので、お⼿隙のタイミングで確認でき、受検までスムーズに進めます。
また、原本の提出や提⽰が必要な書類については、現⾞審査当⽇に確認をいたしますので、忘れず

にお持ち下さい。確認ができない場合は検査が終了しませんのでご注意ください。

審査状況の確認やメールによる通知で受検までスムーズに！！

システムの概要説明は
以下よりご覧下さい。

https://youtu.be/rY3kihzeG4Q
YouTube掲載動画へのリンクです。

自動車技術総合機構からのお知らせ

その他のシステムについてのお問い合わせは、以下までお願いいたします。
⾃動⾞技術総合機構 企画部企画課 （TEL:03-5363-3441）

オンライン届出システムへは、以下のURL⼜は、
機構HPよりログインください。

https://naltecsss.service-now.com/naltec
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令和６年10月28日(月)より並行輸入自動車の
事前書面審査の届出がオンラインで可能になります！

自動車技術総合機構オンライン届出システム

並行輸入自動車の事前書面審査について、インターネットの専
用システムにて、必要項目の入力や添付資料のアップロードによ
り、オンラインでの届出を開始いたします。また、オンラインに
て届出をする場合、２４時間届出することが可能になります。
なお、オンライン届出に対する機構での受付は原則開庁日の業

務時間内になります。

これまで、対面や電話にてご確認頂いていた審査状況がシステ
ム内でリアルタイムで確認可能です。また、届出時の資料の差し
替え（補正）もシステム内メッセージにて、登録いただいたメー
ルアドレス宛に通知されますので、お手隙のタイミングで確認で
き、受検までスムーズに進めます。
また、原本の提出や提示が必要な書類については、現車審査当

日に確認をいたしますので、忘れずにお持ち下さい。確認ができ
ない場合は検査が終了しませんのでご注意ください。

審査状況の確認やメールによる通知で受検までスムーズに！！ システムの概要は
以下よりご覧下さい。

https://youtu.be/ytmNFZGVi3o
YouTube掲載動画へのリンクです。

自動車技術総合機構からのお知らせ

システムサイトへのURLにつきましては、後日、自動車機構HPよりご案内いたします。

その他のシステムについてのお問い合わせは、以下の宛先までお願いいたします。
自動車技術総合機構 企画部企画課 （TEL:03-5363-3441）
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事 務 連 絡 

令和６年９月２６日 

 
 
各地方運輸局自動車技術安全部技術課長 殿 

各地方運輸局自動車技術安全部整備（・保安）課長 殿 

沖縄総合事務局運輸部車両安全課長 殿 

 

国土交通省物流・自動車局 

自動車整備課 検査班長 

事業班長 

 
 
運転席のドアを開けた状態でＯＢＤ検査が実施できない車両について（注意喚起） 

 
 
標記について、別添のとおり独立行政法人自動車技術総合機構検査部長、軽自動

車検査協会検査部長及び一般社団法人日本自動車整備振興会連合会事業部長に対し

通知しましたので、ご了知願います。 
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事 務 連 絡 

令和６年９月２６日 

 
 
各地方運輸局自動車技術安全部技術課長 殿 

各地方運輸局自動車技術安全部整備（・保安）課長 殿 

沖縄総合事務局運輸部車両安全課長 殿 

 

国土交通省物流・自動車局 

自動車整備課 検査班長 

事業班長 

 
 
運転席のドアを開けた状態でＯＢＤ検査が実施できない車両について（注意喚起） 

 
 
標記について、別添のとおり独立行政法人自動車技術総合機構検査部長、軽自動

車検査協会検査部長及び一般社団法人日本自動車整備振興会連合会事業部長に対し

通知しましたので、ご了知願います。 
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事 務 連 絡 

令和６年９月２６日 

 

 

独立行政法人自動車技術総合機構検査部長 殿 

軽自動車検査協会検査部長 殿 

 

国土交通省物流・自動車局 

自動車整備課 検査班長 

事業班長 

 
 
運転席のドアを開けた状態でＯＢＤ検査が実施できない車両について（注意喚起） 

 
 
ＯＢＤ検査については、原動機を始動させ、アイドリング状態（電気自動車又はハ

イブリッド自動車にあってはパワースイッチを操作し、走行可能状態（ＲＥＡＤＹの

状態））で行うこととされております。 
今般、ＯＢＤ検査対象のうち別紙の車種について、運転席のドアを開けると、一定

時間経過等により自動的にエンジン停止状態（ＲＥＡＤＹ ＯＦＦの状態）となり、

ＯＢＤ検査を正しく実施できなくなる可能性があることが確認されたので、当該車種

のＯＢＤ検査を実施する際はご注意ください。 
なお、別紙に示す状態であれば、アイドリング状態（ＲＥＡＤＹの状態）を維持し、

ＯＢＤ検査を正しく実施することが可能です。 
また、別添のとおり一般社団法人日本自動車整備振興会連合会事業部長、各地方運

輸局自動車技術安全部技術課長並びに整備（・保安）課長及び沖縄総合事務局運輸部

車両安全課長に通知したことを申し添えます。 
 
  

    

事 務 連 絡 

令和６年９月２６日 

 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会事業部長 殿 

 

国土交通省物流・自動車局 

自動車整備課 検査班長 

事業班長 

 
 
運転席のドアを開けた状態でＯＢＤ検査が実施できない車両について（注意喚起） 

 
 
ＯＢＤ検査については、原動機を始動させ、アイドリング状態（電気自動車又はハ

イブリッド自動車にあってはパワースイッチを操作し、走行可能状態（ＲＥＡＤＹの

状態））で行うこととされております。 
今般、ＯＢＤ検査対象のうち別紙の車種について、運転席のドアを開けると、一定

時間経過等により自動的にエンジン停止状態（ＲＥＡＤＹ ＯＦＦの状態）となり、

ＯＢＤ検査を正しく実施できなくなる可能性があることが確認されたので、当該車種

のＯＢＤ検査を実施する際はご注意ください。 
なお、別紙に示す状態であれば、アイドリング状態（ＲＥＡＤＹの状態）を維持し、

ＯＢＤ検査を正しく実施することが可能です。 
また、別添のとおり独立行政法人自動車技術総合機構検査部長、軽自動車検査協会

検査部長、各地方運輸局自動車技術安全部技術課長並びに整備（・保安）課長及び沖

縄総合事務局運輸部車両安全課長に通知したことを申し添えます。 
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事 務 連 絡 

令和６年９月２６日 

 

 

独立行政法人自動車技術総合機構検査部長 殿 

軽自動車検査協会検査部長 殿 

 

国土交通省物流・自動車局 

自動車整備課 検査班長 

事業班長 

 
 
運転席のドアを開けた状態でＯＢＤ検査が実施できない車両について（注意喚起） 

 
 
ＯＢＤ検査については、原動機を始動させ、アイドリング状態（電気自動車又はハ

イブリッド自動車にあってはパワースイッチを操作し、走行可能状態（ＲＥＡＤＹの

状態））で行うこととされております。 
今般、ＯＢＤ検査対象のうち別紙の車種について、運転席のドアを開けると、一定

時間経過等により自動的にエンジン停止状態（ＲＥＡＤＹ ＯＦＦの状態）となり、

ＯＢＤ検査を正しく実施できなくなる可能性があることが確認されたので、当該車種

のＯＢＤ検査を実施する際はご注意ください。 
なお、別紙に示す状態であれば、アイドリング状態（ＲＥＡＤＹの状態）を維持し、

ＯＢＤ検査を正しく実施することが可能です。 
また、別添のとおり一般社団法人日本自動車整備振興会連合会事業部長、各地方運

輸局自動車技術安全部技術課長並びに整備（・保安）課長及び沖縄総合事務局運輸部

車両安全課長に通知したことを申し添えます。 
 
  

    

事 務 連 絡 

令和６年９月２６日 

 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会事業部長 殿 

 

国土交通省物流・自動車局 

自動車整備課 検査班長 

事業班長 

 
 
運転席のドアを開けた状態でＯＢＤ検査が実施できない車両について（注意喚起） 

 
 
ＯＢＤ検査については、原動機を始動させ、アイドリング状態（電気自動車又はハ

イブリッド自動車にあってはパワースイッチを操作し、走行可能状態（ＲＥＡＤＹの

状態））で行うこととされております。 
今般、ＯＢＤ検査対象のうち別紙の車種について、運転席のドアを開けると、一定

時間経過等により自動的にエンジン停止状態（ＲＥＡＤＹ ＯＦＦの状態）となり、

ＯＢＤ検査を正しく実施できなくなる可能性があることが確認されたので、当該車種

のＯＢＤ検査を実施する際はご注意ください。 
なお、別紙に示す状態であれば、アイドリング状態（ＲＥＡＤＹの状態）を維持し、

ＯＢＤ検査を正しく実施することが可能です。 
また、別添のとおり独立行政法人自動車技術総合機構検査部長、軽自動車検査協会

検査部長、各地方運輸局自動車技術安全部技術課長並びに整備（・保安）課長及び沖

縄総合事務局運輸部車両安全課長に通知したことを申し添えます。 
 

  

―― 375

SEKEN2025.indd			375SEKEN2025.indd			375 2025/08/22			11:51:292025/08/22			11:51:29



    

別紙 
運転席のドアを開けた状態でＯＢＤ検査が実施できない車種 

（令和６年９月末時点） 

１１．．ＢＢＭＭＷＷ／／ＭＭＩＩＮＮＩＩ  
１１－－１１．．該該当当車車種種  

同社製ＯＢＤ検査対象型式のうち電気自動車、ハイブリッド自動車の全て。 
１１－－２２．．該該当当車車種種ににおおけけるる仕仕様様  

１－１．の車種において、運転席のドアを開けると自動的にエンジン停止（Ｒ

ＥＡＤＹ ＯＦＦ）状態となる。 
１１－－３３．．該該当当車車種種ににおおいいててＯＯＢＢＤＤ検検査査をを正正ししくく実実施施すするる方方法法  

以下のいずれかに示す状態であれば、１－２．の仕様を回避してアイドリング

状態（ＲＥＡＤＹの状態）を維持し、ＯＢＤ検査を正しく実施することが可能。 
① 運転席のドアを閉めた状態 
② 以下の手順を実施した状態 
イ） 車室内に有効なリモートコントロールキーがある状態で、運転席のドア

を開ける。 
ロ） ブレーキを操作しない状態で、スタート／ストップボタンを 0.8 秒以内

に３回押し、診断モードにする。 
※１ 診断モードに入ると、メーター内に「診断モードが有効です」と短時

間表示される。（ハイブリッドモデルでは、エンジン警告灯が点灯する

場合がある。） 
※２ 診断モードを終了する場合は、スタート／ストップボタンを押す、又

は運転席のドアを閉じる。（後者では診断モードが終了しないモデルも

ある。） 

２２．．メメルルセセデデスス・・ベベンンツツ  
２２－－１１．．該該当当車車種種  

同社製ＯＢＤ検査対象型式の全て。 
２２－－２２．．該該当当車車種種ににおおけけるる仕仕様様  

２－１．の車種において、運転席のシートベルトを非装着状態かつ運転席のド

アを開けた状態で３分または２０分（型式・年式によって仕様が異なる）経過す

ると、自動的にエンジン停止（ＲＥＡＤＹ ＯＦＦ）状態となる。 
※ 当該仕様によりエンジン停止（ＲＥＡＤＹ ＯＦＦ）状態となる前に、イン

ストルメント・クラスタ上にその旨が表示される。 
２２－－３３．．該該当当車車種種ににおおいいててＯＯＢＢＤＤ検検査査をを正正ししくく実実施施すするる方方法法  

以下に示す状態であれば、２－２．の仕様を回避してアイドリング状態（ＲＥ

ＡＤＹの状態）を維持し、ＯＢＤ検査を正しく実施することが可能。 
① 運転席のドアを閉めた状態 
② 運転席のシートベルトを締めた状態（着座しているかどうかは問わない） 

 
 

令和７年７月８日 

物流・自動車局 

自 動 車 整 備 課 

 

これからも自動車を安心・安全に使用できる社会に向けて 

～時代に合わせた整備事業規制のアップデート～ 
 

自動車整備を取り巻く環境の変化を踏まえ、これからも日本全国どこでも自動車の整備を

受け続けることができるよう、自動車整備の事業規制について必要な見直しを行います。 

 

近年、進化し続ける自動運転等の先進安全技術に対応するため、自動車整備分野におい

ても技術の高度化が進む一方、点検・整備を行う人材の減少が課題となっています。 

国土交通省では、こうした環境の変化を踏まえ、事業者から広く困りごとを収集すると

ともに、課題の解決に向けて、対応策について関係者と検討を進めてまいりました。 

これらを踏まえ、今般、以下の見直しを目的とした法令改正を行うとともに、今後も課

題の解決に向け、必要な見直しを進めてまいります。 

 

 

【見直し内容】（※それぞれの概要は別紙をご覧ください。） 

１．認証工場の機器要件の見直し 

２．指定工場（大型）の最低工員数の緩和 

３．自動運転車の検査員要件の強化 

４．自動車整備士資格の実務経験年数の短縮 

５．「電子」点検整備記録簿の解禁 

６．オンライン研修・講習の解禁 

７．スキャンツール等による点検可能範囲の拡大 

 

  

 

【お問合せ先】 物流・自動車局 自動車整備課 久保、馬場 

代表 03-5253-8111（内線 42412、42424） 直通 03-5253-8599 
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別紙 
運転席のドアを開けた状態でＯＢＤ検査が実施できない車種 

（令和６年９月末時点） 

１１．．ＢＢＭＭＷＷ／／ＭＭＩＩＮＮＩＩ  
１１－－１１．．該該当当車車種種  

同社製ＯＢＤ検査対象型式のうち電気自動車、ハイブリッド自動車の全て。 
１１－－２２．．該該当当車車種種ににおおけけるる仕仕様様  

１－１．の車種において、運転席のドアを開けると自動的にエンジン停止（Ｒ

ＥＡＤＹ ＯＦＦ）状態となる。 
１１－－３３．．該該当当車車種種ににおおいいててＯＯＢＢＤＤ検検査査をを正正ししくく実実施施すするる方方法法  

以下のいずれかに示す状態であれば、１－２．の仕様を回避してアイドリング

状態（ＲＥＡＤＹの状態）を維持し、ＯＢＤ検査を正しく実施することが可能。 
① 運転席のドアを閉めた状態 
② 以下の手順を実施した状態 
イ） 車室内に有効なリモートコントロールキーがある状態で、運転席のドア

を開ける。 
ロ） ブレーキを操作しない状態で、スタート／ストップボタンを 0.8 秒以内

に３回押し、診断モードにする。 
※１ 診断モードに入ると、メーター内に「診断モードが有効です」と短時

間表示される。（ハイブリッドモデルでは、エンジン警告灯が点灯する

場合がある。） 
※２ 診断モードを終了する場合は、スタート／ストップボタンを押す、又

は運転席のドアを閉じる。（後者では診断モードが終了しないモデルも

ある。） 

２２．．メメルルセセデデスス・・ベベンンツツ  
２２－－１１．．該該当当車車種種  

同社製ＯＢＤ検査対象型式の全て。 
２２－－２２．．該該当当車車種種ににおおけけるる仕仕様様  

２－１．の車種において、運転席のシートベルトを非装着状態かつ運転席のド

アを開けた状態で３分または２０分（型式・年式によって仕様が異なる）経過す

ると、自動的にエンジン停止（ＲＥＡＤＹ ＯＦＦ）状態となる。 
※ 当該仕様によりエンジン停止（ＲＥＡＤＹ ＯＦＦ）状態となる前に、イン

ストルメント・クラスタ上にその旨が表示される。 
２２－－３３．．該該当当車車種種ににおおいいててＯＯＢＢＤＤ検検査査をを正正ししくく実実施施すするる方方法法  

以下に示す状態であれば、２－２．の仕様を回避してアイドリング状態（ＲＥ

ＡＤＹの状態）を維持し、ＯＢＤ検査を正しく実施することが可能。 
① 運転席のドアを閉めた状態 
② 運転席のシートベルトを締めた状態（着座しているかどうかは問わない） 

 
 

令和７年７月８日 

物流・自動車局 

自 動 車 整 備 課 

 

これからも自動車を安心・安全に使用できる社会に向けて 

～時代に合わせた整備事業規制のアップデート～ 
 

自動車整備を取り巻く環境の変化を踏まえ、これからも日本全国どこでも自動車の整備を

受け続けることができるよう、自動車整備の事業規制について必要な見直しを行います。 

 

近年、進化し続ける自動運転等の先進安全技術に対応するため、自動車整備分野におい

ても技術の高度化が進む一方、点検・整備を行う人材の減少が課題となっています。 

国土交通省では、こうした環境の変化を踏まえ、事業者から広く困りごとを収集すると

ともに、課題の解決に向けて、対応策について関係者と検討を進めてまいりました。 

これらを踏まえ、今般、以下の見直しを目的とした法令改正を行うとともに、今後も課

題の解決に向け、必要な見直しを進めてまいります。 

 

 

【見直し内容】（※それぞれの概要は別紙をご覧ください。） 

１．認証工場の機器要件の見直し 

２．指定工場（大型）の最低工員数の緩和 

３．自動運転車の検査員要件の強化 

４．自動車整備士資格の実務経験年数の短縮 

５．「電子」点検整備記録簿の解禁 

６．オンライン研修・講習の解禁 

７．スキャンツール等による点検可能範囲の拡大 

 

  

 

【お問合せ先】 物流・自動車局 自動車整備課 久保、馬場 

代表 03-5253-8111（内線 42412、42424） 直通 03-5253-8599 
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（別紙） 

 

（概要）自動車整備事業規制のアップデートについて 

 

各アップデートの概要、今後のスケジュールについては次のとおり。 

（（１１））見見直直しし概概要要    

１．認証工場の機器要件の見直し 

「道路運送車両法施行規則」（昭和 26 年運輸省令第 74 号）に定める自動車特定整

備事業場が備えるべき作業機械等について、次のとおり改正を行う。 

① トーイン・ゲージ、キャンバ・キャスタ・ゲージ及びターニング・ラジアス・ゲ

ージを削除する。 

② 比重計を比重計又はバッテリ・テスタに変更する。 

③ エンジン・タコテスタをエンジン・タコテスタ又は整備用スキャンツールに変更

する。 

④ タイミング・ライトをタイミング・ライト又は整備用スキャンツールに変更す

る。 

⑤ 原動機、動力伝達装置、操縦装置、制動装置及び緩衝装置の分解整備をする事業

場について、整備用スキャンツールを追加する（大型特殊自動車又は二輪の小型自

動車を対象とする事業場を除く。）。 

⑥ ホイール・プーラ、ベアリング・レース・プーラ及びグリースガン又はシャシ・

ルブリケータについて、普通自動車（大型）、普通自動車（中型）又は大型特殊自

動車を対象とする事業場に限って備えることとする。 

２．指定工場（大型）の最低工員数の緩和 

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」に定める指定自動車

整備事業の指定に係る設備等の基準について、対象自動車の種類に大型車を含むもの

であって、省力化機器を保有するなど一定の要件を満たす場合には、工員数を「５人以

上」から「４人以上」に緩和する。 

３．自動運転車の検査員要件の強化 

「指定自動車整備事業規則」（昭和 37 年運輸省令第 49 号）に定める自動車検査員

の要件について、自動運行装置を備える自動車が「道路運送車両の保安基準」（昭和 26

年運輸省令第 67 号）に適合する旨の証明を行う自動車検査員となるためには、現行の

要件を満たし、かつ一級の自動車整備士の技能検定に合格している必要があることと

する。 

４．自動車整備士資格の実務経験年数の短縮 

「自動車整備士技能検定規則」（昭和 26 年運輸省令第 71 号）に定める技能検定の

受験資格について、次のとおり改正を行う。 

① 二級自動車整備士の受験資格に係る実務経験期間を３分の１短縮する。 

② 三級自動車整備士の受験資格に係る実務経験期間を２分の１短縮する。 

③ 自動車タイヤ整備士等（特殊自動車整備士）の受験資格に係る実務経験期間を３

分の１短縮する。 

５．「電子」点検整備記録簿の解禁 

「国土交通省の所管する法令に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報

通信の技術の利用に関する法律施行規則」（平成 17 年国土交通省令第 26 号）を改正

し、点検整備記録簿の備付け及び作成並びに特定整備記録簿の写しの交付について、こ

れらを書面に代えて電磁的記録で行うことを認めることとする。 

６．オンライン研修・講習の解禁 

各研修等の実施方法について、以下のとおり改正する。また、新たに「道路運送車両

法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等をオンラインにより実施する上での

留意事項について」を発出し、オンラインにより研修等を実施する上での留意事項を定

める。 

① 「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」に定める整備主

任者研修及び自動車検査員研修について、オンラインによる研修の実施を可能とす

る。 

② 「「自動車整備士養成施設の指定等の基準について（依命通達）」等の改正につ

いて」に定める学科に関する科目の教育について、オンラインによる実施を可能と

する。 

③ 「電子制御装置整備の整備主任者等に係る運輸支局長等が行う講習について（依

命通達）」に定める電子制御装置整備の整備主任者等資格取得講習について、オン

ラインによる実施を可能とする。 

７．スキャンツール等による点検可能範囲の拡大 

「自動車の点検及び整備に関する手引」（平成 19 年国土交通省告示第 317 号）に定

める点検及び整備の実施の方法のうち以下の５つの点検項目について、目視等により

直接確認する従来の点検方法に加え、スキャンツールを活用した確認方法等も認める

こととする。 

点検箇所 点検項目 

ブレーキ・ペダル 踏みしろ、ブレーキのきき（日常点検） 

踏み込んだときの床板とのすき間（定期点検） 

倍力装置（ブレーキ・ブースタ） 機能（定期点検） 

一酸化炭素等発散防止装置 二次空気供給装置の機能（定期点検） 

排気ガス再循環装置の機能（定期点検） 

  

（（２２））今今後後ののススケケジジュューールル    

公布・施行 令和７年７月８日 

※ ３．の施行にあっては令和 11 年４月１日 

  ７．の施行にあっては令和７年 10 月８日 
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（別紙） 

 

（概要）自動車整備事業規制のアップデートについて 

 

各アップデートの概要、今後のスケジュールについては次のとおり。 

（（１１））見見直直しし概概要要    

１．認証工場の機器要件の見直し 

「道路運送車両法施行規則」（昭和 26 年運輸省令第 74 号）に定める自動車特定整

備事業場が備えるべき作業機械等について、次のとおり改正を行う。 

① トーイン・ゲージ、キャンバ・キャスタ・ゲージ及びターニング・ラジアス・ゲ

ージを削除する。 

② 比重計を比重計又はバッテリ・テスタに変更する。 

③ エンジン・タコテスタをエンジン・タコテスタ又は整備用スキャンツールに変更

する。 

④ タイミング・ライトをタイミング・ライト又は整備用スキャンツールに変更す

る。 

⑤ 原動機、動力伝達装置、操縦装置、制動装置及び緩衝装置の分解整備をする事業

場について、整備用スキャンツールを追加する（大型特殊自動車又は二輪の小型自

動車を対象とする事業場を除く。）。 

⑥ ホイール・プーラ、ベアリング・レース・プーラ及びグリースガン又はシャシ・

ルブリケータについて、普通自動車（大型）、普通自動車（中型）又は大型特殊自

動車を対象とする事業場に限って備えることとする。 

２．指定工場（大型）の最低工員数の緩和 

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」に定める指定自動車

整備事業の指定に係る設備等の基準について、対象自動車の種類に大型車を含むもの

であって、省力化機器を保有するなど一定の要件を満たす場合には、工員数を「５人以

上」から「４人以上」に緩和する。 

３．自動運転車の検査員要件の強化 

「指定自動車整備事業規則」（昭和 37 年運輸省令第 49 号）に定める自動車検査員

の要件について、自動運行装置を備える自動車が「道路運送車両の保安基準」（昭和 26

年運輸省令第 67 号）に適合する旨の証明を行う自動車検査員となるためには、現行の

要件を満たし、かつ一級の自動車整備士の技能検定に合格している必要があることと

する。 

４．自動車整備士資格の実務経験年数の短縮 

「自動車整備士技能検定規則」（昭和 26 年運輸省令第 71 号）に定める技能検定の

受験資格について、次のとおり改正を行う。 

① 二級自動車整備士の受験資格に係る実務経験期間を３分の１短縮する。 

② 三級自動車整備士の受験資格に係る実務経験期間を２分の１短縮する。 

③ 自動車タイヤ整備士等（特殊自動車整備士）の受験資格に係る実務経験期間を３

分の１短縮する。 

５．「電子」点検整備記録簿の解禁 

「国土交通省の所管する法令に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報

通信の技術の利用に関する法律施行規則」（平成 17 年国土交通省令第 26 号）を改正

し、点検整備記録簿の備付け及び作成並びに特定整備記録簿の写しの交付について、こ

れらを書面に代えて電磁的記録で行うことを認めることとする。 

６．オンライン研修・講習の解禁 

各研修等の実施方法について、以下のとおり改正する。また、新たに「道路運送車両

法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等をオンラインにより実施する上での

留意事項について」を発出し、オンラインにより研修等を実施する上での留意事項を定

める。 

① 「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」に定める整備主

任者研修及び自動車検査員研修について、オンラインによる研修の実施を可能とす

る。 

② 「「自動車整備士養成施設の指定等の基準について（依命通達）」等の改正につ

いて」に定める学科に関する科目の教育について、オンラインによる実施を可能と

する。 

③ 「電子制御装置整備の整備主任者等に係る運輸支局長等が行う講習について（依

命通達）」に定める電子制御装置整備の整備主任者等資格取得講習について、オン

ラインによる実施を可能とする。 

７．スキャンツール等による点検可能範囲の拡大 

「自動車の点検及び整備に関する手引」（平成 19 年国土交通省告示第 317 号）に定

める点検及び整備の実施の方法のうち以下の５つの点検項目について、目視等により

直接確認する従来の点検方法に加え、スキャンツールを活用した確認方法等も認める

こととする。 

点検箇所 点検項目 

ブレーキ・ペダル 踏みしろ、ブレーキのきき（日常点検） 

踏み込んだときの床板とのすき間（定期点検） 

倍力装置（ブレーキ・ブースタ） 機能（定期点検） 

一酸化炭素等発散防止装置 二次空気供給装置の機能（定期点検） 

排気ガス再循環装置の機能（定期点検） 

  

（（２２））今今後後ののススケケジジュューールル    

公布・施行 令和７年７月８日 

※ ３．の施行にあっては令和 11 年４月１日 

  ７．の施行にあっては令和７年 10 月８日 
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（（参参考考））各各アアッッププデデーートトのの解解説説

４４．．自自動動車車整整備備士士資資格格のの実実務務経経験験年年数数のの短短縮縮１１．．認認証証工工場場のの機機器器要要件件のの見見直直しし

２２．．指指定定工工場場（（大大型型））のの最最低低工工員員数数のの緩緩和和

３３．．自自動動運運転転車車のの検検査査員員要要件件のの強強化化

２２級級、、３３級級、、特特殊殊のの自自動動車車整整備備士士資資格格を取得するための
実実務務経経験験期期間間をを短短縮縮 （座学で補完）

２級自動車整備士 ３年 → ２年
３級自動車整備士 １年 → ６月
特殊自動車整備士 ２年 → １年４カ月

自動車技術の変化を踏まえ、認認証証工工場場のの機機器器要要件件を見直す

自自動動運運転転車車のの検検査査を行う検査員を１１級級自自動動車車整整備備士士に限る

以下を満たす指指定定工工場場（（大大型型））の最低工員数を緩和 （（５５人人→→４４人人））

① 省力化設備・機器が導入されていること

② 合理的な管理体制が適切に確保されていること

③ 工員の処遇が確保されていること

④ 工員の質が適切に確保されていること

※ 指定工場（中型・小型・二輪）の最低工員数（４人）の見直し
については、引き続き、調査検討

【今後のスケジュール】 公 布： 令和７年７月８日

施 行： 公布の日（１．２．４．５．６） 令和７年１０月８日（７．） 令和１１年４月１日 （３．）

６６月月

２２年年

廃廃止止

追追加加

・ タイヤの傾きを測定する機器 （３つ）
→ 設置不要とする

（※現在は、アライメントテスタでの測定又は外注が一般的）

・ 小型・軽・二輪の整備に使用しない機器（３つ）
→ 普通（大型・中型）・大特を扱う工場を除き設置不要とする

・ エンジン、バッテリの機能確認のための機器（３つ）
→  整備用スキャンツール等があれば、設置不要とする

・ 整備用スキャンツールの設置を必須とする
（新規認証等から適用）

５５．．「「電電子子」」点点検検整整備備記記録録簿簿のの解解禁禁

「紙」の点点検検整整備備記記録録簿簿の車両への備え付けに代えて、

携携帯帯電電話話等等へへのの「「電電子子的的方方法法」」にによよるる保保存存でも可とする

（ただし、求められた場合に速やかに提示できること）

⇒⇒ 整整備備工工場場がが電電子子的的にに発発行行可可能能にに

６６．．オオンンラライインン研研修修・・講講習習のの解解禁禁

現在、対面が原則である「整備主任者研修（法令）」、
「自動車検査員研修」、「養成施設における学科講習」
について、オオンンラライインン方方式式を可とする

７７．．ススキキャャンンツツーールル等等にによよるる点点検検可可能能範範囲囲のの拡拡大大

点検項目について、目目視視にに代代ええてて、、ススキキャャンンツツーールル等等にによよるる
確確認認でも可とする範囲を拡大する

1

１１．．認認証証工工場場のの機機器器要要件件のの見見直直しし

認証工場が備えるべき整備用機器は、道路運送車両法施行規則に定められている

整備技術の変化に伴い、「使われなくなった機器」、「新たに必要となった機器」が生じている

背景

改正概要（省令）

公 布： 令和７年７月８日
施 行： 公布の日
その他： 整備用スキャンツールの義務付けは、認証の新規取得時又は事業場移転時から適用

今後のスケジュール

事業者からのご意見等

自動車の電子的な整備に対応するためには、「整備用スキャンツール」が必要

使われなくなった機器は、認証基準から外してほしい

認証工場が備えるべき機器について以下の見直しを行う
廃廃止止

①トーインゲージ

②キャンバー
キャスタ
ゲージ

③ターニング
ラジアス
ゲージ

⑩整備用
スキャンツール

設設置置をを不不要要ととすするる

※ アライメントテスタによる測定又は外注が一般的

④ホイール
プーラ

⑥ベアリング
レース プーラ

⑤グリースガン/
シャシ・ルブリケータ

タタイイヤヤのの傾傾ききをを測測定定すするる機機器器※※

⑦比重計

⑧エンジン
タコテスタ

⑨タイミング
ライト

追追加加

小小型型車車・・軽軽・・二二輪輪のの整整備備にに使使用用ししなないい機機器器

普普通通（（大大型型））・・普普通通（（中中型型））・・大大特特をを扱扱うう工工場場をを除除きき
設設置置をを不不要要ととすするる

整整備備用用ススキキャャンンツツーールル等等でで代代替替可可

⑦⑦ははババッッテテリリテテススタタ、、
⑧⑧⑨⑨はは整整備備用用ススキキャャンンツツーールル
ががああれればば設設置置をを不不要要ととすするる

認認証証のの
新新規規取取得得時時等等かからら

義義務務付付けけ

電電子子整整備備にに必必要要

2
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２２．．指指定定工工場場（（大大型型））のの最最低低工工員員数数のの緩緩和和

指定工場が最低限配置すべき工員数は、通達により定められている

最低工員数は、点検整備・検査における分業体制を考慮して定められているが、近年、省力化の
ための設備・機器が普及している

近年、人手不足で最低工員数を満たせないため、指定を返上する事業者も生じている

背景

改正概要（通達）

公 布： 令和７年７月８日

施 行： 公布の日

今後のスケジュール

事業者からのご意見等

最低工員数を満たせず指定を返上せざるを得ない。地域の整備能力が不足するおそれ

一方で、単純な緩和は、点検整備・検査を適切に実施できない事業者を生むおそれ

整備の省力化等を前提に、指定工場の最低工員数の緩和を検討してもよいのではないか

以下の要件を満たす指指定定工工場場（（大大型型））の最低工員数を緩和 （５人→４人）

① 省力化設備・機器が導入されていること

② 合理的な管理体制が適切に確保されていること

③ 工員の処遇が確保されていること

④ 工員の質が適切に確保されていること

※ 指定工場（中型・小型・二輪）の最低工員数（４人）
については、引き続き、調査検討

3

３３．．自自動動運運転転車車のの検検査査員員要要件件のの強強化化

指定工場における検査は、「自動車検査員」でなければ行うことができない

自動車検査員の選任要件は、指定自動車整備事業規則（昭和３７年運輸省令第４９号）に規定

自動運転車は電子制御装置の塊であり、その検査には、電子制御に関する高い専門性が必要

背景

改正概要（省令）

公 布： 令和７年７月８日
施 行： 令和１１年４月１日
その他： 施行日時点で自動運転車の検査を行っている指定事業者は、４年の間、２級の自動車検査員にも

自動運転車の検査を行わせることができる。

今後のスケジュール

事業者からのご意見等

自動運転車の検査は、電子制御に関する知識・能力を有する「１級自動車整備士」に行わせるべき

そのことは、１級自動車整備士の価値向上にも資する

ただし、自動運転車の普及に対して十分な数の１級自動車整備士が存在する必要がある

自動運転車（レベル３・４の自動運行装置を搭載した車両）の検査を行う自動車検査員は、
現在の要件に加えて１級自動車整備士資格を保有している者の中から選任しなければならない。

自動車検査員（１１級級自動車整備士資格）

自動車検査員（２級自動車整備士資格）

指指定定工工場場

自自動動運運転転車車
のの検検査査

4
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４４．．自自動動車車整整備備士士資資格格のの実実務務経経験験年年数数のの短短縮縮

自動車整備士資格を取得するためには、「自動車整備士技能検定規則」に定めるところにより、
①実務経験を満たし、②技能検定試験に合格する必要がある

※ 専門学校等（一種養成施設）を修了した場合には実務経験は免除される

整備作業が「機械中心」から「電子中心」となり、作業経験よりも座学が重要となっている

背景

改正概要（省令）

公 布： 令和７年７月８日

施 行： 公布の日

今後のスケジュール

事業者からのご意見等

高校生が３級自動車整備士資格を取得後、２級取得までに３年を要するのは、あまりに長い

そのことが理由で自動車整備士をあきらめる若者もある

若者が自動車整備士を目指しやすい資格体系とすべき

２級、３級、特殊の自動車整備士資格を取得するために必要な 実務経験期間を短縮

２級自動車整備士 ３年 → ２年

３級自動車整備士 １年 → ６月

特殊自動車整備士 ２年 →  １年４カ月

６６月月

２２年年

5

５５．．「「電電子子」」点点検検整整備備記記録録簿簿のの解解禁禁

自動車の使用者は、「点検整備記録簿」（紙）を自動車に備えおかなければならない

ディーラー等では、「点検整備記録簿」の内容を電子的に管理しているが、この要件を満たすために
別途、紙の記録簿も交付している

背景

改正概要（省令）

公 布： 令和７年７月８日

施 行： 公布の日

今後のスケジュール

事業者からのご意見等

「点検整備記録簿」についても、指定整備記録簿、特定整備記録簿及び自賠責保険証と同様に、
電子的な保存を可能として欲しい

ただし、求められた場合に速やかに提示できることを条件とすべき

「点検整備記録簿」の電子的な保存を可能とする。（紙による保存も引き続き可）

・ スマートフォン等の保存ファイル
・ SDカード等の外部メディアの保存ファイル
・ 紙の点検整備記録簿のスキャンファイル

当局から点検整備記録簿の提示を求められた場合、
直ちに、明瞭な状態で、表示できること

※ 故障、バッテリー切れ、電波状況、操作に不慣れ等
により表示できない場合、要件を満たさないものとする

保保存存方方法法 表表示示方方法法

6
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６６．．整整備備主主任任者者等等ののオオンンラライインン研研修修・・講講習習のの解解禁禁

法令により義務付けられている「整備主任者研修」及び「自動車検査員研修」は、対面による実施
が原則とされている

また、自動車整備士養成施設における「講習」も対面により行わなければならない

背景

事業者からのご意見等

他業種において広く行われている「オンライン方式」を解禁すべき

オンラインによる研修・講習の解禁により、講師及び受講者双方にとって柔軟な対応が可能となり、
人材の効率的な活用が可能となる

改正概要（通達）

公 布： 令和７年７月８日

施 行： 公布の日

今後のスケジュール

「整備主任者研修」、「自動車検査員研修」のうち、座学についてオンライン方式を可とする

自動車整備士養成施設における「座学講習」について、オンライン方式を可とする
（実技講習は、引き続き、対面で実施）

ライブ配信形式 サテライト配信形式 動画配信形式

7

７７．．ススキキャャンンツツーールル等等にによよるる点点検検可可能能範範囲囲のの拡拡大大

点検整備の方法については、「自動車の点検及び整備に関する手引」に規定

各装置の点検は、目視や操作による方法が中心であるが、自己診断機能を搭載した自動車では、
スキャンツール等を用いて、同等の点検が行えるようになっている

背景

事業者からのご意見等

技術的には、スキャンツール等による点検でも、目視等による点検と同等の効果が得られる

スキャンツール等による点検により、点検整備に要する作業時間が短縮されることで、作業員１人
あたりの付加価値向上にも資する

改正概要（告示）

公 布： 令和７年７月８日

施 行： 令和７年10月８日

今後のスケジュール

以下の点検項目について、目視による確認に代わり、
スキャンツール等による確認を可とする。

【日常点検】
①ブレーキ・ペダルの踏みしろ、ブレーキのきき

【定期点検】
②ブレーキ・ペダルを踏み込んだときの床板とのすき間
③倍力装置（ブレーキ・ブースター）の機能
④二次空気供給装置の機能
⑤排気ガス再循環装置の機能

例例：：ブブレレーーキキ・・ペペダダルルをを踏踏みみ込込んんだだととききのの
床床板板ととののすすきき間間のの確確認認

ブレーキを踏み込んだときの
床面とのすき間をノギス等で測定

（（従従来来））

・ スキャンツール等による確認でも可

（（今今後後））

119955秒秒//台台のの作作業業時時間間削削減減（（平平均均））

ペダルと床のすき間

8
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国 自 整 第 号

令和７年７月８日

各地方運輸局長 殿

沖縄総合事務局長 殿

物流・自動車局長

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」等の一部改正について

指定自動車整備事業の指定を受けた事業場（以下、指定工場という。）は、道路運送車両法令が

定める基準に従った設備、技術及び管理組織を有することが求められており、また、事業の基礎

が強固であり、健全な経営を行うことが求められるとともに、労働安全の確保や整備品質の確保

はもとより、不正行為が無いよう、適切かつ公正に検査業務などを行うことが求められている。

現在、大型車を扱う指定工場においては、５人以上の工員を必要としているところであるが、現

行の要件が規定された平成 年４月と比べると、整備作業の省力化に資する設備や機器の導入な

どが進み、作業環境が変化し、業務効率化が図られているところである。

また、令和６年６月に閣議決定された「規制改革実施計画について」（令和６年６月 日閣議決

定）において、「自動車整備士養成施設における学科教育について、多様な人材が学びやすい環境

の整備、更にはデジタルコンテンツ等新技術の活用を進める観点から、自動車整備士養成施設以

外の場所から受講することができるオンライン授業ができるよう、制度の見直しを検討し、結論

を得次第速やかに措置する。」とされているところである。

これらを踏まえ、下記の通達について、別添１から３のとおり新旧対照表により改正したので、

了知されるとともに遺漏なきよう取り扱われたい。

なお、関係団体あて別紙のとおり通知したことを申し添える。

記

１．自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）

２．「自動車整備士養成施設の指定等の基準について（依命通達）」等の改正について

３．電子制御装置整備の整備主任者等に係る運輸支局長等が行う講習 について （依命通達）

国自整第 号の２

令和７年７月８日

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 会長

一般社団法人日本自動車工業会 会長

一般社団法人全国軽自動車協会連合会 会長

一般社団法人日本自動車販売協会連合会 会長

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会 会長

一般社団法人日本建設機械工業会 会長

一般社団法人日本産業車両協会 会長

一般社団法人日本農業機械工業会 会長

日本自動車輸入組合 理事長

日本自動車車体整備協同組合連合会 会長

ＢＳサミット事業協同組合 会長

全国自動車電装品整備商工組合連合会 会長

全国タイヤ商工協同組合連合会 会長

全国自動車大学校・整備専門学校協会 会長

全国自動車短期大学協会 会長

全国自動車教育研究会 会長

全国オートバイ協同組合連合会 会長

国土交通省物流・自動車局長

（ 公 印 省 略 ）

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」等の一部改正について

標記につきまして、別紙のとおり各地方運輸局長及び沖縄総合事務局長に対し通知しましたの

で、貴会（貴組合）におかれましては、傘下会員（組合員）に対し周知徹底方お願い致します。

殿（単名各通） 

別紙 
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国 自 整 第 号

令和７年７月８日

各地方運輸局長 殿

沖縄総合事務局長 殿

物流・自動車局長

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」等の一部改正について

指定自動車整備事業の指定を受けた事業場（以下、指定工場という。）は、道路運送車両法令が

定める基準に従った設備、技術及び管理組織を有することが求められており、また、事業の基礎

が強固であり、健全な経営を行うことが求められるとともに、労働安全の確保や整備品質の確保

はもとより、不正行為が無いよう、適切かつ公正に検査業務などを行うことが求められている。

現在、大型車を扱う指定工場においては、５人以上の工員を必要としているところであるが、現

行の要件が規定された平成 年４月と比べると、整備作業の省力化に資する設備や機器の導入な

どが進み、作業環境が変化し、業務効率化が図られているところである。

また、令和６年６月に閣議決定された「規制改革実施計画について」（令和６年６月 日閣議決

定）において、「自動車整備士養成施設における学科教育について、多様な人材が学びやすい環境

の整備、更にはデジタルコンテンツ等新技術の活用を進める観点から、自動車整備士養成施設以

外の場所から受講することができるオンライン授業ができるよう、制度の見直しを検討し、結論

を得次第速やかに措置する。」とされているところである。

これらを踏まえ、下記の通達について、別添１から３のとおり新旧対照表により改正したので、

了知されるとともに遺漏なきよう取り扱われたい。

なお、関係団体あて別紙のとおり通知したことを申し添える。

記

１．自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）

２．「自動車整備士養成施設の指定等の基準について（依命通達）」等の改正について

３．電子制御装置整備の整備主任者等に係る運輸支局長等が行う講習 について （依命通達）

国自整第 号の２

令和７年７月８日

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 会長

一般社団法人日本自動車工業会 会長

一般社団法人全国軽自動車協会連合会 会長

一般社団法人日本自動車販売協会連合会 会長

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会 会長

一般社団法人日本建設機械工業会 会長

一般社団法人日本産業車両協会 会長

一般社団法人日本農業機械工業会 会長

日本自動車輸入組合 理事長

日本自動車車体整備協同組合連合会 会長

ＢＳサミット事業協同組合 会長

全国自動車電装品整備商工組合連合会 会長

全国タイヤ商工協同組合連合会 会長

全国自動車大学校・整備専門学校協会 会長

全国自動車短期大学協会 会長

全国自動車教育研究会 会長

全国オートバイ協同組合連合会 会長

国土交通省物流・自動車局長

（ 公 印 省 略 ）

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」等の一部改正について

標記につきまして、別紙のとおり各地方運輸局長及び沖縄総合事務局長に対し通知しましたの

で、貴会（貴組合）におかれましては、傘下会員（組合員）に対し周知徹底方お願い致します。

殿（単名各通） 

別紙 
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別添１ 

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」

（令和２年４月１日付け、国自整第 号）の一部改正について（新旧対照表）

（下線部が改正箇所）

新 旧

国 自 整 第 号

令和２年４月１日

国 自 整 第 号

最終改正 令和７年７月８日

各地方運輸局長 殿

沖縄総合事務局長 殿

物流・自動車局長

自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）

本文 （略）

別添 自動車整備事業の取扱い及び指導要領

目次 第１節～第６節（略）

第１節 用語の定義

この通達における用語の定義は次の各号の定めるところによ

る。

～ （略）

国 自 整 第 号

令和２年４月１日

各地方運輸局長 殿

沖縄総合事務局長 殿

物流・自動車局長

自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）

本文 （略）

別添 自動車整備事業の取扱い及び指導要領

目次 第１節から第６節（略）

第１節 用語の定義

この通達における用語の定義は次の各号の定めるところによ

る。

～ （略）

 

「大型車」とは、車両総重量８トン以上、最大積載量５ト

ン以上又は乗車定員 人以上の自動車をいう。

「省力化機器」とは、以下に掲げるア～ウに掲げるもので

あって、大型車に係る作業に対応した能力を有するもの

をいう。

ア 電動クレーン（動力をもって荷を吊り上げ、水平に運搬

することができるもの。）又はトランスミッション・ジャ

ッキ（プロペラシャフト・ジャッキ、トランスミッショ

ン・リフト等のミッション、プロペラシャフトやアクス

ル等の装置を支え、持ち上げる機器を含む。）

イ ホイールドーリー（タイヤ・ホイールの脱着作業や移動

を効率的に行う機器。）

ウ 増力装置付きシグナル式トルクレンチ又はトルク設定型

インパクトレンチ（機器の名称に関わらず、トルク設定

機能を有し、倍力機構又は動力をもってナットの締結作

業を行う工具を含む。）

「訪問特定整備」とは、実施規程第２条第１号に規定する

訪問特定整備をいう。

「限定訪問特定整備」とは、実施規程第２条第２号に規定

する限定訪問特定整備をいう。

「訪問特定整備等」とは、実施規程第３条第１項に規定す

る訪問特定整備等をいう。

「訪問特定整備等事業者」とは、実施規程第３条第３項に

規定する訪問特定整備等事業者をいう。

「整備士」とは、自動車整備士技能検定規則（昭和 年

運輸省令第 号）の規定による自動車整備士をいう。

「訪問特定整備等管理者」とは、実施規程第５条に規定す

る訪問特定整備等管理者をいう。

「訪問特定整備士」とは、実施規程第４条第１項に規定す

る訪問特定整備士であって、実施規程第３条第１項の届

（新設）

（新設）

「訪問特定整備」とは、実施規程第２条第１号に規定する

訪問特定整備をいう。

「限定訪問特定整備」とは、実施規程第２条第２号に規定

する限定訪問特定整備をいう。

「訪問特定整備等」とは、実施規程第３条第１項に規定す

る訪問特定整備等をいう。

「訪問特定整備等事業者」とは、実施規程第３条第３項に

規定する訪問特定整備等事業者をいう。

「整備士」とは、自動車整備士技能検定規則（昭和 年

運輸省令第 号）の規定による自動車整備士をいう。

「訪問特定整備等管理者」とは、実施規程第５条に規定す

る訪問特定整備等管理者をいう。

「訪問特定整備士」とは、実施規程第４条第１項に規定す

る訪問特定整備士であって、実施規程第３条第１項の届
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出に係る事業場の従業員をいう。

「準訪問特定整備士」とは、実施規程第４条第２項に規定

する準訪問特定整備士であって、実施規程第３条第１項

の届出に係る事業場の従業員をいう。

「訪問車体・電気装置整備士」とは、実施規程第４条第３

項に規定する訪問車体・電気装置整備士であって、実施

規程第３条第１項の届出に係る事業場の従業員をいう。

「訪問特定整備士等」とは、実施規程第４条第４項に規定

する訪問特定整備士等をいう。

「訪問特定整備等教育」とは、実施規程第６条に規定する

訪問特定整備等教育をいう。

第２節～第６節（略）

附則

１．～７． （略）

附則 （令和５年３月 日 国自整第 号）

１．～３．（略）

附則 （令和７年３月 日 国自整第 号）

本改正規定は、令和７年３月 日から施行する。ただし、第

６節あっては令和７年６月 日から施行する。

附則 （令和７年７月８日 国自整第 号）

１ 本改正規定は、令和７年７月８日から施行する。ただし、本

改正規定の様式については、当分の間、なお従前の例による

ことができる。

２ 自動車整備士技能検定規則等の一部を改正する省令（令和

出に係る事業場の従業員をいう。

「準訪問特定整備士」とは、実施規程第４条第２項に規定

する準訪問特定整備士であって、実施規程第３条第１項

の届出に係る事業場の従業員をいう。

「訪問車体・電気装置整備士」とは、実施規程第４条第３

項に規定する訪問車体・電気装置整備士であって、実施

規程第３条第１項の届出に係る事業場の従業員をいう。

「訪問特定整備士等」とは、実施規程第７条第４号に規定

する訪問特定整備士等をいう。

「訪問特定整備等教育」とは、実施規程第６条に規定する

訪問特定整備等教育をいう。

第２節～第６節（略）

附則

１．～７． （略）

附則 （令和５年３月 日 国自整第 号）

１．～３．（略）

附則 （令和７年３月 日 国自整第 号）

本改正規定は、令和７年３月 日から施行する。ただし、第

６節あっては令和７年６月 日から施行する。

（新設）

 

７年国土交通省令第 号）附則第２条の規定によりなお従前

の例によることとされている者にあっては、別添６ 第２ ３

⑴キに規定する施行規則別表第五に掲げる作業機械等におい

て、整備用スキャンツールを除く。

別添１

目次（略）

第１ 目的（略）

第２ 自動車特定整備事業の認証における取扱い

１～５（略）

６ 施行規則第３条第８号ハに係る作業の取扱い

電子制御装置整備のうち施行規則第３条第８号ハに係る作業

（当該作業に付随して行われる同号イ及びロの取り外しを含

む。）については、事業場の敷地内（完成検査場及び車両置場を

除く。）で実施することができる。

また、次に掲げる要件を満たす場合において、事業場の一部

として取扱い、当該作業を実施することができる。

⑴ ９⑵に掲げる規模の作業場を有すること。

⑵ 自動車により当該事業場の所在地から離れた作業場に至る

所要時間がおおむね１時間以内の位置にあること。

７～９（略）

別添２～別添３の３（略）

別添４ 整備主任者研修実施要領

目次（略）

第１ 目的（略）

第２ 研修の区分

研修は、法令研修と技術研修とに区分し、次の方法により実

施すること。

別添１

目次（略）

第１ 目的（略）

第２ 自動車特定整備事業の認証における取扱い

１～５（略）

６ 施行規則第３条第８号ハに係る作業の取扱い

電子制御装置整備のうち施行規則第３条第８号ハに係る作業

（当該作業に付随して行われる同号イ及びロの取り外しを含

む。）については、事業場の敷地内（完成検査場及び車両置場を

除く。）で実施することができる。

また、次に掲げる要件を満たす場合において、事業場の一部

として取扱い、当該作業を実施することができる。

⑴ ８⑵に掲げる規模の作業場を有すること。

⑵ 自動車により当該事業場の所在地から離れた作業場に至る

所要時間がおおむね１時間以内の位置にあること。

７～９（略）

別添２～別添３の３（略）

別添４ 整備主任者研修実施要領

目次（略）

第１ 目的（略）

第２ 研修の区分

研修は、法令研修と技術研修とに区分し、次の方法により実

施すること。
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１ 法令研修

⑴～⑷ （略）

⑸ 研修人員

同時に研修を受ける者の数は、原則として 名以下とす

る。ただし、オンラインによる受講者はこの人数に含めないも

のとする。

⑹～⑻ （略）

⑼ オンラインによる研修の実施

研修は、オンラインにより実施することもできる。なお、オ

ンラインにより研修を実施する場合にあっては「道路運送車両

法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等をオンライン

により実施する上での留意事項について」（令和７年７月８日

付、国自整第 号）に定める事項について留意すること。

２ 技術研修

⑴～⑻ （略）

⑼ オンラインによる研修の実施

実習以外の研修は、オンラインにより実施することもでき

る。なお、オンラインにより研修を実施する場合にあっては

「道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修

等をオンラインにより実施する上での留意事項について」（令和

７年７月８日付、国自整第 号）に定める事項について留意す

ること。

別添５ 自動車検査員研修実施要領

１～５ （略）

６ 研修人員

同時に研修を受ける者の数は、原則として 名以下とす

る。ただし、オンラインによる受講者はこの人数に含めないも

のとする。

７～９ （略）

１ 法令研修

⑴～⑷ （略）

⑸ 研修人員

同時に研修を受ける者の数は、原則として 名以下とす

る。

⑹～⑻ （略）

（新設）

２ 技術研修

⑴～⑻ （略）

（新設）

別添５ 自動車検査員研修実施要領

１～５ （略）

６ 研修人員

同時に研修を受ける者の数は、原則として 名以下とす

る。

７～９ （略）

 

オンラインによる研修の実施

研修は、オンラインにより実施することもできる。なお、オ

ンラインにより研修を実施する場合にあっては「道路運送車両

法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等をオンライン

により実施する上での留意事項について」（令和７年７月８日

付、国自整第 号）に定める事項について留意すること。

別添６ 訪問特定整備等事業者の要件に係る取扱い及び指導要領

目次（略）

第１（略）

第２ 訪問特定整備等事業者の要件に係る取扱い

１～２（略）

３ 訪問特定整備の作業場所

実施規程第２条第１号の「施行規則第 条第１号から第５号

までに掲げる基準を満たす設備を設置した場所」とは、次のい

ずれかの場所をいう。

⑴ 分解整備を行う場合、次の要件を全て満たす場所（訪問特定

整備士等が在籍する事業場以外の事業場を含む。）。この場合に

おいて、アについては、訪問特定整備等事業者が国又は地方公

共団体であり自己の必要のために無償で訪問特定整備を行う場

合にあってはこの限りでない。

ア 訪問特定整備等事業者が所有する土地又は建物ではないこ

と。

イ～キ （略）

⑵ 電子制御装置整備を行う場合、次の要件を全て満たす場所

（訪問特定整備士等が在籍する事業場以外の事業場を含む。）。

この場合において、アについては、訪問特定整備等事業者が国

又は地方公共団体であり自己の必要のために無償で訪問特定整

（新設）

別添６ 訪問特定整備等事業者の要件に係る取扱い及び指導要領

目次（略）

第１（略）

第２ 訪問特定整備等事業者の要件に係る取扱い

１～２（略）

３ 訪問特定整備の作業場所

実施規程第２条第１号の「施行規則第 条第１号から第５号

までに掲げる基準を満たす設備を設置した場所」とは、次のい

ずれかの場所をいう。

⑴ 分解整備を行う場合、次の要件を全て満たす場所（訪問特定

整備士等が在籍する事業場以外の事業場を含む。）。

ア 訪問特定整備等事業者が所有する土地又は建物ではないこ

と。

イ～キ （略）

⑵ 電子制御装置整備を行う場合、次の要件を全て満たす場所

（訪問特定整備士等が在籍する事業場以外の事業場を含む。）。
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備を行う場合にあってはこの限りでない。

ア 訪問特定整備等事業者が所有する土地又は建物ではないこ

と。

イ～ク（略）

４～５（略）

６ 実施規程第４条第２項第２号に規定する「高度な管理手法」

の要件

実施規程第４条第２項第２号に規定する「高度な管理手法」

とは、次の要件を全て満たす方法により訪問特定整備等に関す

る事項を統括管理する場合をいう。

⑴～⑵ （略）

⑶ 訪問特定整備等管理者のほかに、一級又は二級の自動車整備

士の技能検定（原動機を対象とする訪問特定整備を行う場合に

あっては、二級自動車シャシ整備士の技能検定を除く。また、

電子制御装置整備を訪問特定整備として行う場合にあっては、

電子制御装置整備に必要な知識及び技能について運輸監理部長

又は運輸支局長が行う講習を修了していない一級二輪自動車整

備士又は二級の自動車整備士の技能検定を除く。）に合格した

者（訪問特定整備等管理者又は訪問特定整備士に選任されてい

る者を除く。）であって、依頼者からの問合せの応対、依頼者

への説明・必要な電磁的記録の交付、訪問特定整備等管理者の

業務の補助などを行う者（以下「訪問特定整備等補助者」とい

う。）を任命すること。

第３（略）

第４ 訪問特定整備等事業者の遵守事項等

法第 条の３の規定に基づく施行規則第 条の２の２及び

実施規程第７条に規定する訪問特定整備等事業者が遵守しなけ

ア 訪問特定整備等事業者が所有する土地又は建物ではないこ

と。

イ～ク（略）

４～５（略）

６ 実施規程第４条第２項第２号に規定する「高度な管理手法」

の要件

実施規程第４条第２項第２号に規定する「高度な管理手法」

とは、次の要件を全て満たす方法により訪問特定整備等に関す

る事項を統括管理する場合をいう。

⑴～⑵ （略）

⑶ 訪問特定整備等管理者のほかに、一級又は二級の自動車整備

士の技能検定（原動機を対象とする訪問特定整備を行う場合に

あっては、二級自動車シャシ整備士の技能検定を除く。また、

電子制御装置整備を訪問特定整備として行う場合にあっては、

電子制御装置整備に必要な知識及び技能について運輸監理部長

又は運輸支局長が行う講習を修了していない一級二輪自動車整

備士又は二級の自動車整備士の技能検定を除く。）に合格した

者（訪問特定整備等管理者に選任されている者を除く。）であ

って、依頼者からの問合せの応対、依頼者への説明・必要な電

磁的記録の交付、訪問特定整備等管理者の業務の補助などを行

う者（以下「訪問特定整備等補助者」という。）を任命するこ

と。

第３（略）

第４ 訪問特定整備等事業者の遵守事項等

法第 条の３の規定に基づく施行規則第 条の２の２及び

実施規程第７条に規定する訪問特定整備等事業者が遵守しなけ

 

ればならない事項の取扱い及び指導は、次のとおりとする。

１ 訪問特定整備等事業者の事業場の体制等

⑴ 分解整備を行う訪問特定整備等事業者は、訪問特定整備士等

を訪問特定整備等の作業に従事させている間は常に、実施規程

第３条第１項の届出に係る事業場において、次の要件を全て満

たす体制を確保しなければならない。

ア 当該事業場に２人以上の特定整備に従事する従業員を待機

させること（当該訪問特定整備等事業者が指定自動車整備事

業者であって、訪問特定整備等の作業を行っている間に、当

該事業場において、指定自動車整備事業者として整備及び検

査を行う場合にあっては、当該事業場に４人以上（当該整備

及び検査の対象自動車の種類に大型車を含むものであって、

別紙３の２ 番号 のただし書きの規定に該当しない場合

には、５人以上）の特定整備に従事する従業員を待機させる

こと。）。

イ 当該事業場に少なくとも１人の一級又は二級の自動車整備

士の技能検定（当該事業場が原動機を対象とする分解整備を

行う場合にあっては、二級自動車シャシ整備士の技能検定を

除く。⑶ イにおいて同じ。）に合格した者を待機させるこ

と。

ウ 当該事業場に待機させる従業員のうち一級、二級又は三級

の自動車整備士の技能検定に合格した者の数が、事業場に待

機させる全従業員の数を四で除して得た数（当該訪問特定整

備等事業者が指定自動車整備事業者であって、訪問特定整備

等の作業を行っている間に、当該事業場において、指定自動

車整備事業者として整備及び検査を行う場合にあっては、三

で除して得た数。これらの数に１未満の端数があるときは、

これを１とする。）以上であること。

⑵ 電子制御装置整備を行う訪問特定整備等事業者は、訪問特定

整備士等を訪問特定整備等の作業に従事させている間は常に、

ればならない事項の取扱い及び指導は、次のとおりとする。

１ 訪問特定整備等事業者の事業場の体制等

⑴ 分解整備を行う訪問特定整備等事業者は、訪問特定整備士等

を訪問特定整備等の作業に従事させている間は常に、実施規程

第３条第１項の届出に係る事業場において、次の要件を全て満

たす体制を確保しなければならない。

ア 当該事業場に２人以上の特定整備に従事する従業員を待機

させること（当該訪問特定整備等事業者が指定自動車整備事

業者であって、訪問特定整備等の作業を行っている間に、当

該事業場において、指定自動車整備事業者として整備及び検

査を行う場合にあっては、当該事業場に４人以上（当該整備

及び検査の対象自動車の種類に車両総重量８トン以上、最大

積載量５トン以上又は乗車定員 人以上の車両を含む場合に

は、５人以上）の特定整備に従事する従業員を待機させるこ

と。）。

イ 当該事業場に少なくとも１人の一級又は二級の自動車整備

士の技能検定（当該事業場が原動機を対象とする分解整備を

行う場合にあつては、二級自動車シャシ整備士の技能検定を

除く。）に合格した者を待機させること。

ウ 当該事業場に待機させる従業員のうち一級、二級又は三級

の自動車整備士の技能検定に合格した者の数が、事業場に待

機させる全従業員の数を四で除して得た数（当該訪問特定整

備等事業者が指定自動車整備事業者であって、訪問特定整備

等の作業を行っている間に、当該事業場において、指定自動

車整備事業者として整備及び検査を行う場合にあっては、三

で除して得た数。これらの数に１未満の端数があるときは、

これを１とする。）以上であること。

⑵ 電子制御装置整備を行う訪問特定整備等事業者は、訪問特定

整備士等を訪問特定整備等の作業に従事させている間は常に、
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実施規程第３条第１項の届出に係る事業場において、次の要件

を全て満たす体制を確保しなければならない。

ア 事業場に２人以上の特定整備に従事する従業員を待機させ

ること（当該訪問特定整備等事業者が指定自動車整備事業者

であって、訪問特定整備等の作業を行っている間に、当該事

業場において、指定自動車整備事業者として整備及び検査を

行う場合にあっては、当該事業場に４人以上（当該整備及び

検査の対象自動車の種類に大型車を含むものであって、別紙

３の２ 番号 のただし書きの規定に該当しない場合に

は、５人以上）の特定整備に従事する従業員を待機させるこ

と。）。

イ～ウ （略）

⑶ 分解整備及び電子制御装置整備を行う訪問特定整備等事業者

は、訪問特定整備士等を訪問特定整備等の作業に従事させてい

る間は常に、実施規程第３条第１項の届出に係る事業場におい

て、次の要件を全て満たす体制を確保しなければならない。

ア 事業場に２人以上の特定整備に従事する従業員を待機させ

ること（当該訪問特定整備等事業者が指定自動車整備事業者

であって、訪問特定整備等の作業を行っている間に、指定自

動車整備事業者として整備及び検査を行う場合にあっては、

事業場に４人以上（当該整備及び検査の対象自動車の種類に

大型車を含むものであって、別紙３の２ 番号 のただし

書きの規定に該当しない場合には、５人以上）の特定整備に

従事する従業員を待機させること。）。

イ～ウ （略）

⑷～⑹ （略）

２～ （略）

別紙１ （略）

実施規程第３条第１項の届出に係る事業場において、次の要件

を全て満たす体制を確保しなければならない。

ア 事業場に２人以上の特定整備に従事する従業員を待機させ

ること（当該訪問特定整備等事業者が指定自動車整備事業者

であって、訪問特定整備等の作業を行っている間に、当該事

業場において、指定自動車整備事業者として整備及び検査を

行う場合にあっては、当該事業場に４人以上（当該整備及び

検査の対象自動車の種類に車両総重量８トン以上、最大積載

量５トン以上又は乗車定員 人以上の車両を含む場合には、

５人以上）の特定整備に従事する従業員を待機させるこ

と。）。

イ～ウ （略）

⑶ 分解整備及び電子制御装置整備を行う訪問特定整備等事業者

は、訪問特定整備士等を訪問特定整備等の作業に従事させてい

る間は常に、実施規程第３条第１項の届出に係る事業場におい

て、次の要件を全て満たす体制を確保しなければならない。

ア 事業場に２人以上の特定整備に従事する従業員を待機させ

ること（当該訪問特定整備等事業者が指定自動車整備事業者

であって、訪問特定整備等の作業を行っている間に、指定自

動車整備事業者として整備及び検査を行う場合にあっては、

事業場に４人以上（当該整備及び検査の対象自動車の種類に

車両総重量８トン以上、最大積載量５トン以上又は乗車定員

人以上の車両を含む場合には、５人以上）の特定整備に従

事する従業員を待機させること。）。

イ～ウ （略）

⑷～⑹ （略）

２～ （略）

別紙１ （略）

 

別紙２ 一種整備工場及び二種整備工場

種

別

番号 認定の種類

項 目

一種整備

工場

二種整備

工場

備 考

Ａ １

－

１

工員数（対

象自動車の

種類に大型

車を含まな

い場合）

１０人以

上

４人以上

１

－

２

工員数（対

象自動車の

種類に大型

車を含む場

合）

１０人以

上

５人以上

ただし、

各省力化

機器すべ

てを保有

し、合理

的な管理

体制が適

切に確保

別紙２ 一種整備工場及び二種整備工場

種別 番号 認定の種類

項 目

一種整備

工場

二種整備

工場

備 考

Ａ １ 工員数 １０人以

上

４人以上

ただし、

対象自動

車の種類

に車両総

重量８ト

ン以上、

最大積載

量５トン

以上又は

乗車定員

人以上

の車両を

含む場合

には、５

人以上

（新

設）

（新設） （新設） （新設）
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されてい

るもので

あって、

次に掲げ

る①又は

②を満た

す場合に

は、４人

以上

①工員の

処遇が適

切に確保

されてい

ること

②工員の

質が適切

に確保さ

れている

こと

２ 略 略 略 略

３ 略 略 略 略

Ｂ

～

Ｇ

略 略 略 略 略

２ 略 略 略 略

３ 略 略 略 略

Ｂ

～

Ｇ

略 略 略 略 略

 

Ｈ １ 電動クレー

ン又はトラ

ンスミッシ

ョン・ジャ

ッキ

－ ◇

２ ホイールド

ーリー

－ ◇

３ 増力装置付

きシグナル

式トルクレ

ンチ又はト

ルク設定型

インパクト

レンチ

－ ◇

（注）１．◎印の面積は、屋内現車作業場の基準面積の外とす

る。

２．○印は、当該事業場の作業に必要な数量及び機能を

保有していなければならないことを示す。

３．△印は、保有することが望ましいことを示す。

４．◇印は、対象自動車の種類に大型車を含み、工員数

が４人である場合に保有していなければならない省

力化機器を示す。

別紙２の２～別紙３ （略）

（新

設）

（新設） （新設） （新設）

（新

設）

（新設） （新設） （新設）

（新

設）

（新設） （新設） （新設）

（注）１．◎印の面積は、屋内現車作業場の基準面積の外とす

る。

２．○印は、当該事業場の作業に必要な数量及び機能を

保有していなければならないことを示す。

３．△印は、保有することが望ましいことを示す。

（新設）

別紙２の２～別紙３ （略）
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別紙３の２ 指定自動車整備事業の指定に係る設備、技術及び管

理組織の審査の基準

１ 工員数、設備の有無等の基準

番号 項 目 審 査 の 基

準

備 考

工員数（対象自

動車の種類に大

型車を含まない

場合）

４人以上

（ 新

設）

工員数（対象自

動車の種類に大

型 車 を 含 む 場

合）

５人以上

ただし、各省力

化機器すべてを

保有し、合理的

な管理体制が適

切に確保されて

いるものであっ

て、次に掲げる

①又は②を満た

す場合には、４

人以上

①工員の処遇が

別紙３の２ 指定自動車整備事業の指定に係る設備、技術及び管

理組織の審査の基準

１ 工員数、設備の有無等の基準

番号 項 目 審 査 の 基

準

備 考

工員数 ４人以上

ただし、対象自

動車の種類に車

両総重量８トン

以上、最大積載

量５トン以上又

は乗車定員

人以上の車両を

含む場合には、

５人以上

（ 新

設）

（新設） （新設）

 

適切に確保され

ていること

②工員の質が適

切に確保されて

いること

～

略 略 略

電動クレーン又

はトランスミッ

ション・ジャッ

キ

◇

ホイールドーリ

ー

◇

増力装置付きシ

グナル式トルク

レンチ

又はトルク設定

型インパクトレ

ンチ

◇

（注）１．◎印の面積は、屋内現車作業場の基準面積の外とす

る。

２．○印は、当該事業場の作業に必要な数量及び機能を

保有していなければならないことを示す。

３．△印は、保有することが望ましいことを示す。

４．◇印は、対象自動車の種類に大型車を含み、工員数

が４人である場合に保有していなければならない省

力化機器を示す。

～

略 略 略

（ 新

設）

（新設） （新設）

（ 新

設）

（新設） （新設）

（ 新

設）

（新設） （新設）

（注）１．◎印の面積は、屋内現車作業場の基準面積の外とす

る。

２．○印は、当該事業場の作業に必要な数量及び機能を

保有していなければならないことを示す。

３．△印は、保有することが望ましいことを示す。

（新設）
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２～４（略）

別紙３の３～別紙３の８（略）

別紙４ 訪問特定整備等事業者が届け出る電磁的記録、届出方法

等

１（略）

２ 自動車特定整備事業者は、訪問特定整備等をしようとする場

合には、訪問特定整備等の開始の日の前日までに、訪問特定整

備等を行う事業場ごとに、運輸監理部長又は運輸支局長に対し

て、訪問特定整備等リスト及び実施規程第３条第２項の電磁的

記録を、電子メールを送信する方法により届け出なければなら

ない。

２～４（略）

別紙３の３～別紙３の８（略）

別紙４ 訪問特定整備等事業者が届け出る電磁的記録、届出方法

等

１（略）

２ 自動車特定整備事業者は、訪問特定整備等をしようとする場

合には、訪問特定整備等の開始の日の前日までに、訪問特定整

備等を行う事業場ごとに、運輸監理部長又は運輸支局長に対し

て、訪問特定整備等リスト及び実施規程第３条第１項の電磁的

記録を、電子メールを送信する方法により届け出なければなら

ない。

 

別紙５

様式１

別紙５

様式
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様式２ 様式２
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別紙３－１ 別紙３－１
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様式３－２－１ 様式３－２－１
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―― 397

SEKEN2025.indd			397SEKEN2025.indd			397 2025/08/22			11:51:342025/08/22			11:51:34



 

様式３－２－２ 様式３－２－２

 

様式４ 様式４
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様式５

別紙６～別紙７ （略）

（新設）

別紙６～別紙７ （略）

別添２

「「自動車整備士養成施設の指定等の基準について（依命通達）」等の改正について」

（令和５年８月 日付け、国自整第 号）の一部改正について（新旧対照表）

（下線部が改正箇所）

改 正 後 改 正 前

別添 別添

自動車整備士技能検定規則の細目 自動車整備士技能検定規則の細目

自動車整備士技能検定規則（昭和 年運輸省令第 号）（以下「検

定規則」という。）の取扱いについては次のとおりとする。

自動車整備士技能検定規則（昭和 年運輸省令第 号）（以下「検

定規則」という。）の取扱いについては次のとおりとする。

～ （略） ～ （略）

検定規則第 条第２項及び第３項に定める受験資格を有すること

を証する書面及び試験の免除を受ける資格を証する書面とは、検定規

則第 条の合格証書、自動車整備技能者手帳、卒業証書、修了証書、

修了（卒業）証明書、修了（卒業）見込証明書、事業主の発行する証

明書、その他をいう。

（新設）

～ （略） ～ （略）

別紙１ （略） 別紙１ （略）

別紙２ 自動車整備士養成施設の指定等の基準 別紙２ 自動車整備士養成施設の指定等の基準

Ⅰ 一種養成施設の指定基準 Ⅰ 一種養成施設の指定基準

一種養成施設の指定にあたっては、次に定める基準により指定する

ものとする。

なお、指定にあたっては、養成しようとする自動車整備士の種類を

限定することができるものとする。

一種養成施設の指定にあたっては、次に定める基準により指定する

ものとする。

なお、指定にあたっては、養成しようとする自動車整備士の種類を

限定することができるものとする。

Ⅰ－１ 三級自動車整備士の養成課程 Ⅰ－１ 三級自動車整備士の養成課程

Ⅰ－１－１～Ⅰ－１－８ （略） Ⅰ－１－１～Ⅰ－１－８ （略）

Ⅰ－１－９ オンラインによる教育の実施 （新設）

教育計画に掲げるうち実習及び実務実習に関する科目以外の教育

は、オンラインにより実施することもできる。なお、オンラインによ
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り教育を実施する場合にあっては「道路運送車両法の関係省令に基づ

く自動車整備に関する研修等をオンラインにより実施する上での留意

事項について」（令和７年７月８日付、国自整第 号）に定める事項

について留意すること。

Ⅰ－２ 二級自動車整備士の養成課程 Ⅰ－２ 二級自動車整備士の養成課程

二級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－６、Ⅰ－１

－８及びⅠ－１－９の各号の規定によるほか、次に規定するところに

よること。

二級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－６及びⅠ－

１－８の各号の規定によるほか、次に規定するところによること。

Ⅰ－２－１～Ⅰ－２－５ （略） Ⅰ－２－１～Ⅰ－２－５ （略）

Ⅰ－３ 一級自動車整備士の養成課程 Ⅰ－３ 一級自動車整備士の養成課程

一級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－６、Ⅰ－１

－８及びⅠ－１－９の各号の規定によるほか、次に規定するところに

よること。

一級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－６及びⅠ－

１－８の各号の規定によるほか、次に規定するところによること。

Ⅰ－３－１～Ⅰ－３－５ （略） Ⅰ－３－１～Ⅰ－３－５ （略）

Ⅰ－４ 自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程 Ⅰ－４ 自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程

自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－

１－８及びⅠ－１－９の各号の規定によるほか、次に規定するところ

によること。

自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５及びⅠ

－１－８の各号の規定によるほか、次に規定するところによること。

Ⅰ－４－１～Ⅰ－４－６ （略） Ⅰ－４－１～Ⅰ－４－６ （略）

Ⅱ 二種養成施設の指定基準 Ⅱ 二種養成施設の指定基準

二種養成施設の指定にあたっては、次に定める基準により指定する

ものとする。なお、指定にあたっては、養成しようとする自動車整備

士の種類を限定することができるものとする。

二種養成施設の指定にあたっては、次に定める基準により指定する

ものとする。なお、指定にあたっては、養成しようとする自動車整備

士の種類を限定することができるものとする。

Ⅱ－１ 三級自動車整備士の養成課程 Ⅱ－１ 三級自動車整備士の養成課程

三級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－３からⅠ－１－５まで、

Ⅰ－１－７及びⅠ－１－９の規定によるほか、次に規定するところに

よること。

三級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－３からⅠ－１－５まで、

及びⅠ－１－７の規定によるほか、次に規定するところによること。

Ⅱ－１－１～Ⅱ－１－４ （略） Ⅱ－１－１～Ⅱ－１－４ （略）

Ⅱ－２ 二級自動車整備士の養成課程 Ⅱ－２ 二級自動車整備士の養成課程

二級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－９、Ⅰ－２

－３からⅠ－２－５まで、Ⅱ－１－３及びⅡ－１－４の規定によるほ

か、次に規定するところによること。

二級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－２－３からⅠ－

２－５まで、Ⅱ－１－３及びⅡ－１－４の規定によるほか、次に規定

するところによること。

Ⅱ－２－１・Ⅱ－２－２ （略） Ⅱ－２－１・Ⅱ－２－２ （略）

Ⅱ－３ 一級自動車整備士の養成課程 Ⅱ－３ 一級自動車整備士の養成課程

一級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－９、Ⅰ－３

－３、Ⅰ－３－４、Ⅰ－３－５（⑶を除く。）、Ⅱ－１－３及びⅡ－

１－４の規定によるほか、次に規定するところによること。

Ⅱ－３－１・Ⅱ－３－２ （略）

一級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－３－３、Ⅰ－３

－４、Ⅰ－３－５（⑶を除く。）、Ⅱ－１－３及びⅡ－１－４の規定

によるほか、次に規定するところによること。

Ⅱ－３－１・Ⅱ－３－２ （略）

Ⅱ－４ 自動車タイヤ整備士の養成課程 Ⅱ－４ 自動車タイヤ整備士の養成課程

自動車タイヤ整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－９、Ⅱ－

１－４及びⅡ－２－１の規定によるほか、次に規定するところによる

こと。

自動車タイヤ整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅱ－１－４及びⅡ

－２－１の規定によるほか、次に規定するところによること。

Ⅱ－４－１～Ⅱ－４－５ （略） Ⅱ－４－１～Ⅱ－４－５ （略）

Ⅱ－５ 自動車電気・電子制御装置整備士の養成課程 Ⅱ－５ 自動車電気・電子制御装置整備士の養成課程

自動車電気・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－

１－９、Ⅱ－１－４及びⅡ－２－１の規定によるほか、次に規定する

ところによること。

自動車電気・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅱ－

１－４及びⅡ－２－１の規定によるほか、次に規定するところによる

こと。

Ⅱ－５－１～Ⅱ－５－５ （略） Ⅱ－５－１～Ⅱ－５－５ （略）

Ⅱ－６ 自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程 Ⅱ－６ 自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程

自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－

１－９、Ⅰ－４－６、Ⅱ－１－４及びⅡ－２－１の規定によるほか、

次に規定するところによること。

自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－

４－６、Ⅱ－１－４及びⅡ－２－１の規定によるほか、次に規定する

ところによること。

Ⅱ－６－１～Ⅱ－６－４ （略） Ⅱ－６－１～Ⅱ－６－４ （略）

Ⅲ 自動車に関する学科を有する大学であって国土交通大臣が定めるも

のの基準

Ⅲ 自動車に関する学科を有する大学であって国土交通大臣が定めるも

のの基準

自動車に関する学科を有する大学であって国土交通大臣の定める場

合にあたっては、次に定める基準により国土交通大臣が定めるものと

する。

なお、国土交通大臣が定める場合にあたっては、養成しようとする

自動車整備士の種類を限定することができるものとする。

自動車に関する学科を有する大学であって国土交通大臣の定める場

合にあたっては、次に定める基準により国土交通大臣が定めるものと

する。

なお、国土交通大臣が定める場合にあたっては、養成しようとする

自動車整備士の種類を限定することができるものとする。

Ⅲ－１ 二級自動車整備士の養成課程 Ⅲ－１ 二級自動車整備士の養成課程

二級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－６、Ⅰ－１

－８、Ⅰ－１－９、Ⅰ－２－３及びⅠ－２－４の規定によるほか、次

に規定するところによること。

二級自動車整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－１－６、Ⅰ－１

－８、Ⅰ－２－３及びⅠ－２－４の規定によるほか、次に規定すると

ころによること。
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Ⅲ－１－１・Ⅲ－１－２ （略） Ⅲ－１－１・Ⅲ－１－２ （略）

Ⅲ－２ 自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程 Ⅲ－２ 自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程

自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－

１－８、Ⅰ－１－９、Ⅰ－４－３、Ⅰ－４－４及びⅠ－４－５の規定

によるほか、次に規定するところによること。

自動車車体・電子制御装置整備士の養成課程は、Ⅰ－１－５、Ⅰ－

１－８、Ⅰ－４－３、Ⅰ－４－４及びⅠ－４－５の規定によるほか、

次に規定するところによること。

Ⅲ－２－１・Ⅲ－２－２ （略） Ⅲ－２－１・Ⅲ－２－２ （略）

Ⅳ 自動車整備技術の教育を行う機関であって国土交通大臣が定めるも

のの基準

Ⅳ 自動車整備技術の教育を行う機関であって国土交通大臣が定めるも

のの基準

自動車整備技術の教育を行う機関であって国土交通大臣が定める場

合にあたっては、Ⅰ－１－１及びⅠ－１－３からⅠ－１－９までの規

定によるほか、次の基準により国土交通大臣が定めるものとする。

なお、国土交通大臣が定める場合にあっては、養成しようとする自

動車整備士の種類を限定することができるものとする。

自動車整備技術の教育を行う機関であって国土交通大臣が定める場

合にあたっては、Ⅰ－１－１及びⅠ－１－３からⅠ－１－８までの規

定によるほか、次の基準により国土交通大臣が定めるものとする。

なお、国土交通大臣が定める場合にあっては、養成しようとする自

動車整備士の種類を限定することができるものとする。

Ⅳ－１ （略） Ⅳ－１ （略）

別表１～別表８ （略） 別表１～別表８ （略）

附 則（令和７年７月８日付、国自整第 号）

（施行期日）

本改正規定は、令和７年７月８日から施行する。

別添３

「電子制御装置整備の整備主任者等に係る運輸支局長等が行う講習 について（依命通達）」

（令和２年２月６日付け、国自整第 号）の一部改正について（新旧対照表）

（下線部が改正箇所）

改 正 後 改 正 前

別紙 別紙

電子制御装置整備の整備主任者等資格取得講習実施要領 電子制御装置整備の整備主任者等資格取得講習実施要領

１． （略） １． （略）

２．電子制御装置整備の整備主任者資格取得講習 ２．電子制御装置整備の整備主任者資格取得講習

⑴～⑼ （略） ⑴～⑼ （略）

⑽ オンラインによる講習の実施 （新設）

実習及び試問以外の講習は、オンラインにより実施することもで

きる。なお、オンラインにより講習を実施する場合にあっては「道

路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等をオン

ラインにより実施する上での留意事項について」（令和７年７月８

日付、国自整第 号）に定める事項について留意すること。

附 則（令和７年７月８日付、国自整第 号）

（施行期日）

本改正規定は、令和７年７月８日から施行する。
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国 自 整 第 号

令和７年７月８日

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿

沖縄総合事務局運輸部長 殿

物流・自動車局自動車整備課長

道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を

オンラインにより実施する上での留意事項について

今般、道路運送車両法（昭和 年法律第 号）の関係省令に基づき定められている自動車整備

に関する研修等をオンラインにより実施する上での留意事項を別添のとおり定めたので、了知さ

れたい。なお、関係団体あて別紙のとおり通知したことを申し添える。

また、本通達の制定に伴い、下記の通達は廃止する。

記

１．新型コロナウイルス対策に係る一種養成施設における対応について（令和２年４月３日付け、

国自整第７号）

２．自動車整備士養成施設の養成手法に関する試験的取組について（令和４年３月 日付け、国

自整第 号）

３．「電子制御装置整備の整備主任者等に係る運輸支局長等が行う講習」、「整備主任者研修」及び

「自動車検査員研修」の実施方法について（令和５年５月 日付け、国自整第 号）

 
 

国自整第 号の２

令和７年７月８日

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 会長

一般社団法人日本自動車工業会 会長

一般社団法人全国軽自動車協会連合会 会長

一般社団法人日本自動車販売協会連合会 会長

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会 会長

一般社団法人日本建設機械工業会 会長

一般社団法人日本産業車両協会 会長

一般社団法人日本農業機械工業会 会長

日本自動車輸入組合 理事長

日本自動車車体整備協同組合連合会 会長

ＢＳサミット事業協同組合 会長

全国自動車電装品整備商工組合連合会 会長

全国タイヤ商工協同組合連合会 会長

全国自動車大学校・整備専門学校協会 会長

全国自動車短期大学協会 会長

全国自動車教育研究会 会長

全国オートバイ協同組合連合会 会長

国土交通省物流・自動車局自動車整備課長

（ 公 印 省 略 ）

道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を

オンラインにより実施する上での留意事項について

標記につきまして、別紙のとおり各地方運輸局長及び沖縄総合事務局長に対し通知しましたの

で、貴会（貴組合）におかれましては、傘下会員（組合員）に対し周知徹底方お願い致します。

殿（単名各通） 

別紙 
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国 自 整 第 号

令和７年７月８日

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿

沖縄総合事務局運輸部長 殿

物流・自動車局自動車整備課長

道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を

オンラインにより実施する上での留意事項について

今般、道路運送車両法（昭和 年法律第 号）の関係省令に基づき定められている自動車整備

に関する研修等をオンラインにより実施する上での留意事項を別添のとおり定めたので、了知さ

れたい。なお、関係団体あて別紙のとおり通知したことを申し添える。

また、本通達の制定に伴い、下記の通達は廃止する。

記

１．新型コロナウイルス対策に係る一種養成施設における対応について（令和２年４月３日付け、

国自整第７号）

２．自動車整備士養成施設の養成手法に関する試験的取組について（令和４年３月 日付け、国

自整第 号）

３．「電子制御装置整備の整備主任者等に係る運輸支局長等が行う講習」、「整備主任者研修」及び

「自動車検査員研修」の実施方法について（令和５年５月 日付け、国自整第 号）

 
 

国自整第 号の２

令和７年７月８日

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 会長

一般社団法人日本自動車工業会 会長

一般社団法人全国軽自動車協会連合会 会長

一般社団法人日本自動車販売協会連合会 会長

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会 会長

一般社団法人日本建設機械工業会 会長

一般社団法人日本産業車両協会 会長

一般社団法人日本農業機械工業会 会長

日本自動車輸入組合 理事長

日本自動車車体整備協同組合連合会 会長

ＢＳサミット事業協同組合 会長

全国自動車電装品整備商工組合連合会 会長

全国タイヤ商工協同組合連合会 会長

全国自動車大学校・整備専門学校協会 会長

全国自動車短期大学協会 会長

全国自動車教育研究会 会長

全国オートバイ協同組合連合会 会長

国土交通省物流・自動車局自動車整備課長

（ 公 印 省 略 ）

道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を

オンラインにより実施する上での留意事項について

標記につきまして、別紙のとおり各地方運輸局長及び沖縄総合事務局長に対し通知しましたの

で、貴会（貴組合）におかれましては、傘下会員（組合員）に対し周知徹底方お願い致します。

殿（単名各通） 

別紙 
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別添

道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を

オンラインにより実施する上での留意事項

１．基本方針

「道路運送車両法施行規則」（昭和 年運輸省令第 号）に規定する整備主任者研修、電子制

御装置整備の整備主任者に係る運輸支局長等が行う講習、「指定自動車整備事業規則」（昭和

年運輸省令第 号）に規定する自動車検査員研修及び「自動車整備士技能検定規則」（昭和 年

運輸省令第 号）に規定する自動車整備士養成施設の教育（以下「研修等」という。）について

適用する。

２．留意事項

⑴ 研修等は、対面による実施が基本であって、オンラインによる実施を義務付けるものでは

ない点に留意すること。

⑵ オンラインにより研修等を実施する場合にあっては、次に掲げる事項について留意するこ

と。

① 対面により実施する場合と同等の教育水準を維持すること。

② 受講者のなりすまし等を防止するために個人ＩＤやパスワードの発行、その他適切な方

法により、受講者の個人識別を確実に行うこと。

③ 受講者ごとに、研修等を受けた日時、研修等の項目名のほか、必要となる項目を管理す

るなどして受講状況を確実に把握すること。

④ 研修等を行う講師又はその補助者が受講者の受講状況を適切に確認し得る体制を構築す

ること。

⑤ その他法令の規定を遵守すること。

３．配信方式

オンラインにより研修等を実施する場合は、次に掲げる配信方式を採用すること。なお、次

に掲げる配信方式を複数併用してオンラインによる研修等を実施することは差し支えない。

⑴ サテライト配信方式

サテライト配信方式とは、対面により講師が説明等を行う会場（以下「本会場」とい

う。）と本会場以外の会場（以下「別会場」という。）を、情報通信機器を通して、同時に行

う方式をいう。

⑵ ライブ配信方式

ライブ配信方式とは、本会場及び別会場以外の場所において、情報通信機器を通して、同

時かつ双方向に研修等を行う方式をいう。

⑶ オンデマンド配信方式

オンデマンド配信方式とは、本会場及び別会場以外の場所において、情報通信機器を通し

て、動画ファイルを再生して研修等を行う方式をいう。

４．実施方法

「３．配信方式」に定める配信方式による研修等の実施方法に関する留意事項については次

のとおりとする。

⑴ サテライト配信方式

サテライト配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。

① 本会場には、当該研修等に関する講師を配置すること。

② 別会場には、講師の補助者を配置すること。

③ 別会場の受講者の人数は、講師の補助者が受講者の受講状況を認識できる人数までとす

る。

④ 不正防止対策を図るとともに、受講者に不適切な行為が認められた場合には、当該研修

等を受講したと認めないものとし、自動車整備士養成施設の教育にあっては、受講したと

認めないものとした時間を教育時間数に含めないこととする。

⑵ ライブ配信方式

ライブ配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。

① 受講者の数については、講習効果に鑑み、受講者に対する必要な指導、質疑応答、視聴

状況確認等を適切に行うことが可能な人員とすること。

② 受講者の受講状況を情報通信機器のカメラ等により確認できる体制を設けること。

③ 不正防止対策を図るとともに、次に掲げる場合は、当該研修等を受講したと認めない

ものとし、自動車整備士養成施設の教育にあっては、受講したと認めないものとした時

間を教育時間数に含めないこととする。

ｲ 受講以外の行動をしていた

ﾛ 長時間離席していた場合

ﾊ 画面を見ていない場合

ﾆ 通信環境の脆弱による回線の切断等により、長時間研修等から離脱していた場合

ﾎ その他受講していると認められない場合

⑶ オンデマンド配信方式

オンデマンド配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。

① 動画への出演のほか、当該動画の内容の検討については、講師が実施すること。

② 動画に出演する講師がその選任を解かれた場合には、原則として、当該講師が出演して

いた動画を使用しないこと。ただし、当該講師が出演していた動画を使用しなければなら

ない特別な事情がある場合はこの限りでない。

③ 動画については、同一の研修等の講師が全編にわたって出演する必要はなく、複数の講

師が出演することも可能とするが、複数の講師で一つの動画の内容を検討した場合は、少

なくともそのうちの一人は動画に出演すること。

④ 動画の内容については、時宜にかなう適切な内容となるよう随時見直しを行うこと。

⑤ 講師による指導や質疑応答については、動画の視聴終了後に質問フォームが表示される
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別添

道路運送車両法の関係省令に基づく自動車整備に関する研修等を

オンラインにより実施する上での留意事項

１．基本方針

「道路運送車両法施行規則」（昭和 年運輸省令第 号）に規定する整備主任者研修、電子制

御装置整備の整備主任者に係る運輸支局長等が行う講習、「指定自動車整備事業規則」（昭和

年運輸省令第 号）に規定する自動車検査員研修及び「自動車整備士技能検定規則」（昭和 年

運輸省令第 号）に規定する自動車整備士養成施設の教育（以下「研修等」という。）について

適用する。

２．留意事項

⑴ 研修等は、対面による実施が基本であって、オンラインによる実施を義務付けるものでは

ない点に留意すること。

⑵ オンラインにより研修等を実施する場合にあっては、次に掲げる事項について留意するこ

と。

① 対面により実施する場合と同等の教育水準を維持すること。

② 受講者のなりすまし等を防止するために個人ＩＤやパスワードの発行、その他適切な方

法により、受講者の個人識別を確実に行うこと。

③ 受講者ごとに、研修等を受けた日時、研修等の項目名のほか、必要となる項目を管理す

るなどして受講状況を確実に把握すること。

④ 研修等を行う講師又はその補助者が受講者の受講状況を適切に確認し得る体制を構築す

ること。

⑤ その他法令の規定を遵守すること。

３．配信方式

オンラインにより研修等を実施する場合は、次に掲げる配信方式を採用すること。なお、次

に掲げる配信方式を複数併用してオンラインによる研修等を実施することは差し支えない。

⑴ サテライト配信方式

サテライト配信方式とは、対面により講師が説明等を行う会場（以下「本会場」とい

う。）と本会場以外の会場（以下「別会場」という。）を、情報通信機器を通して、同時に行

う方式をいう。

⑵ ライブ配信方式

ライブ配信方式とは、本会場及び別会場以外の場所において、情報通信機器を通して、同

時かつ双方向に研修等を行う方式をいう。

⑶ オンデマンド配信方式

オンデマンド配信方式とは、本会場及び別会場以外の場所において、情報通信機器を通し

て、動画ファイルを再生して研修等を行う方式をいう。

４．実施方法

「３．配信方式」に定める配信方式による研修等の実施方法に関する留意事項については次

のとおりとする。

⑴ サテライト配信方式

サテライト配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。

① 本会場には、当該研修等に関する講師を配置すること。

② 別会場には、講師の補助者を配置すること。

③ 別会場の受講者の人数は、講師の補助者が受講者の受講状況を認識できる人数までとす

る。

④ 不正防止対策を図るとともに、受講者に不適切な行為が認められた場合には、当該研修

等を受講したと認めないものとし、自動車整備士養成施設の教育にあっては、受講したと

認めないものとした時間を教育時間数に含めないこととする。

⑵ ライブ配信方式

ライブ配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。

① 受講者の数については、講習効果に鑑み、受講者に対する必要な指導、質疑応答、視聴

状況確認等を適切に行うことが可能な人員とすること。

② 受講者の受講状況を情報通信機器のカメラ等により確認できる体制を設けること。

③ 不正防止対策を図るとともに、次に掲げる場合は、当該研修等を受講したと認めない

ものとし、自動車整備士養成施設の教育にあっては、受講したと認めないものとした時

間を教育時間数に含めないこととする。

ｲ 受講以外の行動をしていた

ﾛ 長時間離席していた場合

ﾊ 画面を見ていない場合

ﾆ 通信環境の脆弱による回線の切断等により、長時間研修等から離脱していた場合

ﾎ その他受講していると認められない場合

⑶ オンデマンド配信方式

オンデマンド配信方式を採用する場合、次に掲げる事項に留意すること。

① 動画への出演のほか、当該動画の内容の検討については、講師が実施すること。

② 動画に出演する講師がその選任を解かれた場合には、原則として、当該講師が出演して

いた動画を使用しないこと。ただし、当該講師が出演していた動画を使用しなければなら

ない特別な事情がある場合はこの限りでない。

③ 動画については、同一の研修等の講師が全編にわたって出演する必要はなく、複数の講

師が出演することも可能とするが、複数の講師で一つの動画の内容を検討した場合は、少

なくともそのうちの一人は動画に出演すること。

④ 動画の内容については、時宜にかなう適切な内容となるよう随時見直しを行うこと。

⑤ 講師による指導や質疑応答については、動画の視聴終了後に質問フォームが表示される
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といった講師と受講者の双方向性が確保された効果的なものとすること。

⑥ 受講者の受講状況を情報通信機器のカメラ等により確認できる体制を設けること。

⑦ 不正防止対策を図るとともに、次に掲げる場合は、当該研修等を受講したと認めないも

のとし、自動車整備士養成施設の教育にあっては、受講したと認めないものとした時間を

教育時間数に含めないこととする。

ｲ 受講以外の行動をしていた場合

ﾛ 長時間離席していた場合

ﾊ 画面を見ていない場合

ﾆ 動画を早送りで再生した場合

ﾎ その他受講していると認められない場合

⑧ 自動車整備士養成施設の教育は、受講の進捗状況に応じた内容及びタイミングで動画を

視聴できるよう計画するなど、個々の受講者に対する理解度が一層高まるような研修等の

実施に努めること。

国 自 整 第 ８ ５ 号

令和７年７月８日

地方運輸局自動車技術安全部長 殿

沖縄総合事務局運輸部長 殿

物流・自動車局自動車整備課長

（公印省略）

点検整備記録簿、特定整備記録簿及び指定整備記録簿の電磁的方法による作成、

保存又は交付に関する取扱いについて

点検整備記録簿、特定整備記録簿及び指定整備記録簿の電磁的方法による作成、

保存又は交付に関する取扱いを別紙のとおり定めたので、関係者に対し周知徹底を

図られたい。

なお、「指定整備記録簿等に係る電磁的記録の保存に関する取扱いについて」（平

成３０年４月１９日付け国自整第２９号）は本通達をもって廃止する。
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といった講師と受講者の双方向性が確保された効果的なものとすること。

⑥ 受講者の受講状況を情報通信機器のカメラ等により確認できる体制を設けること。

⑦ 不正防止対策を図るとともに、次に掲げる場合は、当該研修等を受講したと認めないも

のとし、自動車整備士養成施設の教育にあっては、受講したと認めないものとした時間を

教育時間数に含めないこととする。

ｲ 受講以外の行動をしていた場合

ﾛ 長時間離席していた場合

ﾊ 画面を見ていない場合

ﾆ 動画を早送りで再生した場合

ﾎ その他受講していると認められない場合

⑧ 自動車整備士養成施設の教育は、受講の進捗状況に応じた内容及びタイミングで動画を

視聴できるよう計画するなど、個々の受講者に対する理解度が一層高まるような研修等の

実施に努めること。

国 自 整 第 ８ ５ 号

令和７年７月８日

地方運輸局自動車技術安全部長 殿

沖縄総合事務局運輸部長 殿

物流・自動車局自動車整備課長

（公印省略）

点検整備記録簿、特定整備記録簿及び指定整備記録簿の電磁的方法による作成、

保存又は交付に関する取扱いについて

点検整備記録簿、特定整備記録簿及び指定整備記録簿の電磁的方法による作成、

保存又は交付に関する取扱いを別紙のとおり定めたので、関係者に対し周知徹底を

図られたい。

なお、「指定整備記録簿等に係る電磁的記録の保存に関する取扱いについて」（平

成３０年４月１９日付け国自整第２９号）は本通達をもって廃止する。
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別紙

点検整備記録簿、特定整備記録簿及び指定整備記録簿の

電磁的方法による作成、保存又は交付に関する取扱い

第１ 用語の定義

１．「点検整備記録簿等」とは、道路運送車両法（昭和 年法律第 号。以下「法」

という。）第 条第１項及び第２項に基づいて自動車（法第 条第１項に規定

する検査対象外軽自動車及び小型特殊自動車を除く。）の使用者又は当該自動車

の使用者から当該自動車の点検整備の依頼を受けた自動車特定整備事業者が作

成する点検整備記録簿、法第 条第１項に基づいて自動車特定整備事業者が作

成する特定整備記録簿及び法第 条の６第１項に基づいて指定自動車整備事業

者が作成する指定整備記録簿をいう。

２．「電磁的記録」とは、電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録であって、コンピュータによる情報処理の

用に供されるものをいう。

３．「整備記録システム」とは、コンピュータ、端末機、通信関係装置、プリンタ、

プログラム（プログラム言語により記述された命令の組合せ）等の全部又は一部

により構成され、点検整備記録簿等の電磁的記録を作成・保存等するためのシス

テムをいう。

４．「電磁的記録媒体」とは、電磁的記録に係る記録媒体をいい、磁気ディスク、Ｃ

Ｄ－ＲＯＭその他これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくこ

とができる記録メディアをいう。

５．「スマートフォン等の電子媒体」とは、スマートフォン、タブレット、コンピュ

ータ等の電子媒体をいう。

６．「施行規則」とは、「国土交通省の所管する法令に係る民間事業者等が行う書面

の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則」（平成 年国

土交通省令第 号）をいう。

７．「政令」とは、「民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利

用に関する法律施行令」（平成 年政令第８号）をいう。

第２ 自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者の遵守事項等

１．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が点検整備記録簿等を電磁的

記録により作成・保存する場合の遵守事項

（１）点検整備記録簿等※１の書面の作成に代えて電磁的記録により作成する場合、

スマートフォン等の電子媒体に備えられたファイルに記録する方法又は電磁

的記録媒体をもって調製する方法により作成すること。（施行規則第６条）

（２）点検整備記録簿等※２の書面の保存に代えて電磁的記録により保存する場合、

次に掲げる方法のいずれかにより行うこと。（施行規則第４条）

① 第２ １．（１）の方法をもって調製するファイルにより保存する方法

② 点検整備記録簿等をスキャナ（これに準ずる画像読取装置を含む。）によ

り読み取ってできた電磁的記録を、スマートフォン等の電子媒体に備えられ

たファイル又は電磁的記録媒体をもって調製するファイルにより保存する

方法

（３）点検整備記録簿等※２を、直ちに明瞭な状態で、スマートフォン等の電子媒体

の映像面に表示及び書面の作成ができる措置を講じること。（施行規則第４条）

（４）第２ １．（３）により表示又は作成される指定整備記録簿は、指定自動車整

備事業規則（昭和三十七年運輸省令第四十九号）第 条の２に定める様式で

あること。

※１ 自動車特定整備事業者も指定自動車整備事業者も点検整備記録簿の作成（記載）義

務は負っていない。もっとも、自動車の使用者から依頼を受けて法第 条の点検又

は整備をした場合、通常、自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が点検整

備記録簿を作成するため、１．（１）では、このような場合を想定して「点検整備記録

簿等」としている（以下同じ。）。

※２ 自動車特定整備事業者も指定自動車整備事業者も点検整備記録簿の保存義務は負

っていない。もっとも、自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が自主的に

点検整備記録簿の電磁的記録を保存する場合もあるため、１．（２）及び（３）では、

このような場合を想定して「点検整備記録簿等」としている（以下同じ。）。

（５）運輸支局（兵庫陸運部及び沖縄総合事務局陸運事務所を含む。以下同じ。）、

自動車検査登録事務所（沖縄総合事務局陸運事務所の支所を含む。以下同じ。）

又は軽自動車検査協会の事務所若しくは支所において検査を受けようとする

ときに点検整備記録簿を提示する場合にあっては、書面の点検整備記録簿を提

示すること。

２．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者による点検整備記録簿等を電

磁的記録により作成・保存する場合のガイドライン

（１）整備記録システムにより点検整備記録簿等を電磁的記録により作成・保存す

る場合、点検整備記録簿等の電磁的記録を検索することができる措置を講じる

こと。

（２）点検整備記録簿等の電磁的記録を電磁的記録媒体に移行することができる措

置を講じること。

（３）整備記録システムにより点検整備記録簿等を電磁的記録により作成・保存す

る場合、当該電磁的記録の作成、保存、更新及び消去の日時、更新の場合は更

新した箇所並びにその作業者を自動的に記録し、保存する措置を講じること。

（４）点検整備記録簿等の電磁的記録を収蔵したファイル又は電磁的記録媒体は、

保管場所を定め、施錠する等して保管し、電磁的記録の不正改ざんを防止する

こと。
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別紙

点検整備記録簿、特定整備記録簿及び指定整備記録簿の

電磁的方法による作成、保存又は交付に関する取扱い

第１ 用語の定義

１．「点検整備記録簿等」とは、道路運送車両法（昭和 年法律第 号。以下「法」

という。）第 条第１項及び第２項に基づいて自動車（法第 条第１項に規定

する検査対象外軽自動車及び小型特殊自動車を除く。）の使用者又は当該自動車

の使用者から当該自動車の点検整備の依頼を受けた自動車特定整備事業者が作

成する点検整備記録簿、法第 条第１項に基づいて自動車特定整備事業者が作

成する特定整備記録簿及び法第 条の６第１項に基づいて指定自動車整備事業

者が作成する指定整備記録簿をいう。

２．「電磁的記録」とは、電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録であって、コンピュータによる情報処理の

用に供されるものをいう。

３．「整備記録システム」とは、コンピュータ、端末機、通信関係装置、プリンタ、

プログラム（プログラム言語により記述された命令の組合せ）等の全部又は一部

により構成され、点検整備記録簿等の電磁的記録を作成・保存等するためのシス

テムをいう。

４．「電磁的記録媒体」とは、電磁的記録に係る記録媒体をいい、磁気ディスク、Ｃ

Ｄ－ＲＯＭその他これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくこ

とができる記録メディアをいう。

５．「スマートフォン等の電子媒体」とは、スマートフォン、タブレット、コンピュ

ータ等の電子媒体をいう。

６．「施行規則」とは、「国土交通省の所管する法令に係る民間事業者等が行う書面

の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則」（平成 年国

土交通省令第 号）をいう。

７．「政令」とは、「民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利

用に関する法律施行令」（平成 年政令第８号）をいう。

第２ 自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者の遵守事項等

１．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が点検整備記録簿等を電磁的

記録により作成・保存する場合の遵守事項

（１）点検整備記録簿等※１の書面の作成に代えて電磁的記録により作成する場合、

スマートフォン等の電子媒体に備えられたファイルに記録する方法又は電磁

的記録媒体をもって調製する方法により作成すること。（施行規則第６条）

（２）点検整備記録簿等※２の書面の保存に代えて電磁的記録により保存する場合、

次に掲げる方法のいずれかにより行うこと。（施行規則第４条）

① 第２ １．（１）の方法をもって調製するファイルにより保存する方法

② 点検整備記録簿等をスキャナ（これに準ずる画像読取装置を含む。）によ

り読み取ってできた電磁的記録を、スマートフォン等の電子媒体に備えられ

たファイル又は電磁的記録媒体をもって調製するファイルにより保存する

方法

（３）点検整備記録簿等※２を、直ちに明瞭な状態で、スマートフォン等の電子媒体

の映像面に表示及び書面の作成ができる措置を講じること。（施行規則第４条）

（４）第２ １．（３）により表示又は作成される指定整備記録簿は、指定自動車整

備事業規則（昭和三十七年運輸省令第四十九号）第 条の２に定める様式で

あること。

※１ 自動車特定整備事業者も指定自動車整備事業者も点検整備記録簿の作成（記載）義

務は負っていない。もっとも、自動車の使用者から依頼を受けて法第 条の点検又

は整備をした場合、通常、自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が点検整

備記録簿を作成するため、１．（１）では、このような場合を想定して「点検整備記録

簿等」としている（以下同じ。）。

※２ 自動車特定整備事業者も指定自動車整備事業者も点検整備記録簿の保存義務は負

っていない。もっとも、自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が自主的に

点検整備記録簿の電磁的記録を保存する場合もあるため、１．（２）及び（３）では、

このような場合を想定して「点検整備記録簿等」としている（以下同じ。）。

（５）運輸支局（兵庫陸運部及び沖縄総合事務局陸運事務所を含む。以下同じ。）、

自動車検査登録事務所（沖縄総合事務局陸運事務所の支所を含む。以下同じ。）

又は軽自動車検査協会の事務所若しくは支所において検査を受けようとする

ときに点検整備記録簿を提示する場合にあっては、書面の点検整備記録簿を提

示すること。

２．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者による点検整備記録簿等を電

磁的記録により作成・保存する場合のガイドライン

（１）整備記録システムにより点検整備記録簿等を電磁的記録により作成・保存す

る場合、点検整備記録簿等の電磁的記録を検索することができる措置を講じる

こと。

（２）点検整備記録簿等の電磁的記録を電磁的記録媒体に移行することができる措

置を講じること。

（３）整備記録システムにより点検整備記録簿等を電磁的記録により作成・保存す

る場合、当該電磁的記録の作成、保存、更新及び消去の日時、更新の場合は更

新した箇所並びにその作業者を自動的に記録し、保存する措置を講じること。

（４）点検整備記録簿等の電磁的記録を収蔵したファイル又は電磁的記録媒体は、

保管場所を定め、施錠する等して保管し、電磁的記録の不正改ざんを防止する

こと。
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（５）保存した点検整備記録簿等の電磁的記録は、バックアップを行うことにより

データの消失対策を行う等安全性を確保すること。

３．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者による整備記録システムの適

正な使用方法についてのガイドライン

（１）整備記録システムの技術面の安全対策

① 次の権限について識別符号（ＩＤ）、パスワード等の利用者登録、管理及び

認証機能を有するものを導入する等により不正なアクセスを防止すること。

・ 自動車検査員に係る権限（指定自動車整備事業者に限る。）

・ 整備主任者に係る権限

・ 点検整備記録簿等に係る情報を起票及び入力する権限

② 電磁的記録を保存する機器に直接接続されたスマートフォン等の電子媒体

が、公衆回線とのオンラインによって接続される場合には、アクセスするユ

ーザー等の正当性を識別し認証する機能を有するものを導入する等の措置を

講じること。

③ 整備記録システムは、点検整備記録簿等の記載項目及び入力権限について

エラーの検出機能を有するものを導入する等により入力漏れ及び誤操作を防

止すること。

（２）整備記録システムの運用面の安全対策

① 整備記録システムの管理には、管理責任者を定めるとともに、管理規程に

おいて次の項目を定めること。

・ ＩＤ及びパスワードの付与及び廃止の管理

・ 電磁的記録媒体の使用、保管、搬出入及び廃棄の管理

② 整備記録システムの非使用時には機能を停止させること、整備記録システ

ムのＩＤは複数者で共用しないこと、ＩＤを付与された関係者以外の者が操

作をしないこと等について周知徹底を図り、不正なアクセスを防止すること。

（３）整備記録システムの適切な使用方法に係る管理規程を定め、関係者に対し、

その周知徹底を図り、当該整備記録システムの取扱方法に係る操作マニュアル

を備え付けること。

４．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が特定整備記録簿の写しを電

磁的記録により交付する場合※３の遵守事項

（１）特定整備記録簿の写しの書面の交付に代えて電磁的記録により交付する場合、

自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者のスマートフォン等の電子

媒体から自動車の使用者のスマートフォン等の電子媒体に対して電子メール

等によって特定整備記録簿の写しの電子データを送信する方法、自動車の使用

者が自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が管理するウェブサイ

トやクラウド等にアクセスするなどして特定整備記録簿の写しの電子データ

をダウンロードする方法又は当該電子データを記録した電磁的記録媒体を受

け渡す方法により交付すること（施行規則第 条第１項）。

（２）第２ ４．（１）の方法により交付した特定整備記録簿の写しの電子データは、

自動車の使用者がこれを出力することにより、書面を作成することができるよ

うにすること（施行規則第 条第２項）。

（３）特定整備記録簿の写しを電磁的記録により交付しようとするときは、あらか

じめ、自動車の使用者に対して、（１）のいずれの方法により交付することを予

定しているかを示し、書面又は電磁的方法による承諾を得なければならないこ

と（施行規則第 条及び政令第２条第１項）。

（４）（３）の承諾が得られなかった場合又は（３）の承諾を得た後に自動車の使用

者から当該承諾を撤回する旨の申出があった場合、当該自動車の使用者に対し

て、特定整備記録簿の写しを電磁的記録により交付してはならないこと（政令

第２条第２項）。

（５）特定整備記録簿の写しを電磁的記録による交付する自動車の使用者に対して、

スマートフォン等の電子媒体を用いて特定整備記録簿の写しの電子データを

閲覧する方法、直ちに明瞭な状態で当該電子媒体の映像面にこれを表示する方

法、特定整備記録簿の写しの電子データに係る書面を作成する方法等を教示す

ること。

※３ 自動車特定整備事業者も指定自動車整備事業者も、点検整備記録簿及び指定整備記

録簿並びにこれらの写しの交付義務を負っていない。もっとも、自動車特定整備事業

者又は指定自動車整備事業者が事実上、自動車の使用者に対して、点検整備記録簿若

しくは指定整備記録簿又はこれらの写しを交付することもあり、その場合には本項目

に準じるものとする。

第３ 自動車の使用者の遵守事項等

１．自動車の使用者が点検整備記録簿を電磁的記録により作成・保存する場合の遵

守事項

（１）点検整備記録簿の書面の作成に代えて電磁的記録により作成する場合、スマ

ートフォン等の電子媒体に備えられたファイルに記録する方法又は電磁的記

録媒体をもって調製する方法により作成すること（施行規則第６条）。

（２）点検整備記録簿の書面の保存（点検整備記録簿を自動車に備え置くことによ

り保存することをいう。以下同じ。）に代えて電磁的記録より保存する場合、次

に掲げる方法のいずれかにより行うこと（施行規則第４条）。

① 第３ １．（１）の方法をもって調製するファイルを保存したスマートフォ

ン等の電子媒体又は電磁的記録媒体及びその読み取り機器を携行する方法。

② 点検整備記録簿をスキャナ（これに準ずる画像読取装置を含む。）により読

み取ってできた電磁的記録を保存したスマートフォン等の電子媒体又は電磁

的記録媒体及びその読み取り機器を携行する方法。
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（５）保存した点検整備記録簿等の電磁的記録は、バックアップを行うことにより

データの消失対策を行う等安全性を確保すること。

３．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者による整備記録システムの適

正な使用方法についてのガイドライン

（１）整備記録システムの技術面の安全対策

① 次の権限について識別符号（ＩＤ）、パスワード等の利用者登録、管理及び

認証機能を有するものを導入する等により不正なアクセスを防止すること。

・ 自動車検査員に係る権限（指定自動車整備事業者に限る。）

・ 整備主任者に係る権限

・ 点検整備記録簿等に係る情報を起票及び入力する権限

② 電磁的記録を保存する機器に直接接続されたスマートフォン等の電子媒体

が、公衆回線とのオンラインによって接続される場合には、アクセスするユ

ーザー等の正当性を識別し認証する機能を有するものを導入する等の措置を

講じること。

③ 整備記録システムは、点検整備記録簿等の記載項目及び入力権限について

エラーの検出機能を有するものを導入する等により入力漏れ及び誤操作を防

止すること。

（２）整備記録システムの運用面の安全対策

① 整備記録システムの管理には、管理責任者を定めるとともに、管理規程に

おいて次の項目を定めること。

・ ＩＤ及びパスワードの付与及び廃止の管理

・ 電磁的記録媒体の使用、保管、搬出入及び廃棄の管理

② 整備記録システムの非使用時には機能を停止させること、整備記録システ

ムのＩＤは複数者で共用しないこと、ＩＤを付与された関係者以外の者が操

作をしないこと等について周知徹底を図り、不正なアクセスを防止すること。

（３）整備記録システムの適切な使用方法に係る管理規程を定め、関係者に対し、

その周知徹底を図り、当該整備記録システムの取扱方法に係る操作マニュアル

を備え付けること。

４．自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が特定整備記録簿の写しを電

磁的記録により交付する場合※３の遵守事項

（１）特定整備記録簿の写しの書面の交付に代えて電磁的記録により交付する場合、

自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者のスマートフォン等の電子

媒体から自動車の使用者のスマートフォン等の電子媒体に対して電子メール

等によって特定整備記録簿の写しの電子データを送信する方法、自動車の使用

者が自動車特定整備事業者又は指定自動車整備事業者が管理するウェブサイ

トやクラウド等にアクセスするなどして特定整備記録簿の写しの電子データ

をダウンロードする方法又は当該電子データを記録した電磁的記録媒体を受

け渡す方法により交付すること（施行規則第 条第１項）。

（２）第２ ４．（１）の方法により交付した特定整備記録簿の写しの電子データは、

自動車の使用者がこれを出力することにより、書面を作成することができるよ

うにすること（施行規則第 条第２項）。

（３）特定整備記録簿の写しを電磁的記録により交付しようとするときは、あらか

じめ、自動車の使用者に対して、（１）のいずれの方法により交付することを予

定しているかを示し、書面又は電磁的方法による承諾を得なければならないこ

と（施行規則第 条及び政令第２条第１項）。

（４）（３）の承諾が得られなかった場合又は（３）の承諾を得た後に自動車の使用

者から当該承諾を撤回する旨の申出があった場合、当該自動車の使用者に対し

て、特定整備記録簿の写しを電磁的記録により交付してはならないこと（政令

第２条第２項）。

（５）特定整備記録簿の写しを電磁的記録による交付する自動車の使用者に対して、

スマートフォン等の電子媒体を用いて特定整備記録簿の写しの電子データを

閲覧する方法、直ちに明瞭な状態で当該電子媒体の映像面にこれを表示する方

法、特定整備記録簿の写しの電子データに係る書面を作成する方法等を教示す

ること。

※３ 自動車特定整備事業者も指定自動車整備事業者も、点検整備記録簿及び指定整備記

録簿並びにこれらの写しの交付義務を負っていない。もっとも、自動車特定整備事業

者又は指定自動車整備事業者が事実上、自動車の使用者に対して、点検整備記録簿若

しくは指定整備記録簿又はこれらの写しを交付することもあり、その場合には本項目

に準じるものとする。

第３ 自動車の使用者の遵守事項等

１．自動車の使用者が点検整備記録簿を電磁的記録により作成・保存する場合の遵

守事項

（１）点検整備記録簿の書面の作成に代えて電磁的記録により作成する場合、スマ

ートフォン等の電子媒体に備えられたファイルに記録する方法又は電磁的記

録媒体をもって調製する方法により作成すること（施行規則第６条）。

（２）点検整備記録簿の書面の保存（点検整備記録簿を自動車に備え置くことによ

り保存することをいう。以下同じ。）に代えて電磁的記録より保存する場合、次

に掲げる方法のいずれかにより行うこと（施行規則第４条）。

① 第３ １．（１）の方法をもって調製するファイルを保存したスマートフォ

ン等の電子媒体又は電磁的記録媒体及びその読み取り機器を携行する方法。

② 点検整備記録簿をスキャナ（これに準ずる画像読取装置を含む。）により読

み取ってできた電磁的記録を保存したスマートフォン等の電子媒体又は電磁

的記録媒体及びその読み取り機器を携行する方法。
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（３）点検整備記録簿を、直ちに明瞭な状態で、スマートフォン等の電子媒体の映

像面に表示及び書面の作成ができる措置を講じること（施行規則第４条）。

（４）運輸支局（兵庫陸運部及び沖縄総合事務局陸運事務所を含む。以下同じ。）、

自動車検査登録事務所（沖縄総合事務局陸運事務所の支所を含む。以下同じ。）

又は軽自動車検査協会の事務所若しくは支所において検査を受けようとする

ときに点検整備記録簿を提示する場合にあっては、書面の点検整備記録簿を提

示すること。

２．自動車の使用者による点検整備記録簿の電磁的記録の作成・保存に係るＱ＆Ａ

問１ 点検整備記録簿の電磁的記録のファイル形式に決まりはあるか。

（答）

○ 電磁的記録のファイル形式に決まりはないが、地方運輸局長等から点検整

備記録簿の提示を求められた際に（例えば、法第 条第４項に基づく地方運

輸局長等による点検整備記録簿の確認など）、直ちに明瞭な状態で示すことが

できる必要がある。

問２ クラウド上に点検整備記録簿の電磁的記録を保存し、必要に応じてスマー

トフォン等からアクセスして確認することは、法第 条第１項の「備え置き」

に該当するか。

（答）

○ 電磁的記録の保存方法について決まりはないが、自動車の使用者が点検整備

記録簿に係る情報を速やかに把握でき、地方運輸局長等から点検整備記録簿の

提示を求められた際に、直ちに明瞭な状態で示すことができる場合には、法第

条第１項の「備え置き」に該当する。

問３ 点検整備記録簿の電磁的記録を保存して携行するための電子媒体に決まり

はあるのか。

（答）

○ 電磁的記録を保存して携行するための電子媒体に決まりはないが、地方運輸

局長等から点検整備記録簿の提示を求められた際に、直ちに明瞭な状態で示す

ことができる必要がある。

問４ 問１～問３の答にいう「地方運輸局長等から点検整備記録簿の提示を求め

られた際に、直ちに明瞭な状態で示すこと」の内容如何。

（答）

○ 「地方運輸局長等から点検整備記録簿の提示を求められた際に、直ちに明瞭

な状態で示すこと」に該当する例は、次のとおりとする。

✓ 直ちに、スマートフォン等の電子媒体自体に保存した点検整備記録簿の電

磁的記録を当該媒体の映像面に表示でき、かつ、第三者（自動車の使用者以

外の者をいう。以下同じ。）が表示された点検整備記録簿の電磁的記録の内容

（法第 条第１項及び第２項並びに自動車点検基準第４条第１項に規定す

る事項。以下同じ。）を読み取れるようにすること

✓ 直ちに、点検整備記録簿の電磁的記録を保存した カードや メモリ等

をスマートフォン等の電子媒体に接続して、当該電子媒体の映像面に点検整

備記録簿の電磁的記録を表示でき、かつ、第三者が表示された点検整備記録

簿の電磁的記録の内容を読み取れるようにすること

✓ 直ちに、クラウドに保存した点検整備記録簿の電磁的記録をスマートフォ

ン等の電子媒体の映像面に表示でき、かつ、第三者が表示された点検整備記

録簿の電磁的記録の内容を読み取れるようにすること

〇 ただし、次の場合には、「地方運輸局長等から求められた際に、直ちに明瞭な

状態で示すこと」に該当しない（ゆえに、点検整備未実施と取り扱う）ものと

する。

✓ 点検整備記録簿の電磁的記録を表示することのできるスマートフォン等の

電子媒体を携行しているものの、当該媒体の故障、バッテリー切れ、電波の

状況等、その理由の如何を問わず、直ちに、当該媒体の映像面に点検整備記

録簿の電磁的記録を表示できない場合

✓ スマートフォン等の電子媒体の操作に不慣れであり、直ちに、当該媒体の

映像面に点検整備記録簿の電磁的記録を表示できない場合
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（３）点検整備記録簿を、直ちに明瞭な状態で、スマートフォン等の電子媒体の映

像面に表示及び書面の作成ができる措置を講じること（施行規則第４条）。

（４）運輸支局（兵庫陸運部及び沖縄総合事務局陸運事務所を含む。以下同じ。）、

自動車検査登録事務所（沖縄総合事務局陸運事務所の支所を含む。以下同じ。）

又は軽自動車検査協会の事務所若しくは支所において検査を受けようとする

ときに点検整備記録簿を提示する場合にあっては、書面の点検整備記録簿を提

示すること。

２．自動車の使用者による点検整備記録簿の電磁的記録の作成・保存に係るＱ＆Ａ

問１ 点検整備記録簿の電磁的記録のファイル形式に決まりはあるか。

（答）

○ 電磁的記録のファイル形式に決まりはないが、地方運輸局長等から点検整

備記録簿の提示を求められた際に（例えば、法第 条第４項に基づく地方運

輸局長等による点検整備記録簿の確認など）、直ちに明瞭な状態で示すことが

できる必要がある。

問２ クラウド上に点検整備記録簿の電磁的記録を保存し、必要に応じてスマー

トフォン等からアクセスして確認することは、法第 条第１項の「備え置き」

に該当するか。

（答）

○ 電磁的記録の保存方法について決まりはないが、自動車の使用者が点検整備

記録簿に係る情報を速やかに把握でき、地方運輸局長等から点検整備記録簿の

提示を求められた際に、直ちに明瞭な状態で示すことができる場合には、法第

条第１項の「備え置き」に該当する。

問３ 点検整備記録簿の電磁的記録を保存して携行するための電子媒体に決まり

はあるのか。

（答）

○ 電磁的記録を保存して携行するための電子媒体に決まりはないが、地方運輸

局長等から点検整備記録簿の提示を求められた際に、直ちに明瞭な状態で示す

ことができる必要がある。

問４ 問１～問３の答にいう「地方運輸局長等から点検整備記録簿の提示を求め

られた際に、直ちに明瞭な状態で示すこと」の内容如何。

（答）

○ 「地方運輸局長等から点検整備記録簿の提示を求められた際に、直ちに明瞭

な状態で示すこと」に該当する例は、次のとおりとする。

✓ 直ちに、スマートフォン等の電子媒体自体に保存した点検整備記録簿の電

磁的記録を当該媒体の映像面に表示でき、かつ、第三者（自動車の使用者以

外の者をいう。以下同じ。）が表示された点検整備記録簿の電磁的記録の内容

（法第 条第１項及び第２項並びに自動車点検基準第４条第１項に規定す

る事項。以下同じ。）を読み取れるようにすること

✓ 直ちに、点検整備記録簿の電磁的記録を保存した カードや メモリ等

をスマートフォン等の電子媒体に接続して、当該電子媒体の映像面に点検整

備記録簿の電磁的記録を表示でき、かつ、第三者が表示された点検整備記録

簿の電磁的記録の内容を読み取れるようにすること

✓ 直ちに、クラウドに保存した点検整備記録簿の電磁的記録をスマートフォ

ン等の電子媒体の映像面に表示でき、かつ、第三者が表示された点検整備記

録簿の電磁的記録の内容を読み取れるようにすること

〇 ただし、次の場合には、「地方運輸局長等から求められた際に、直ちに明瞭な

状態で示すこと」に該当しない（ゆえに、点検整備未実施と取り扱う）ものと

する。

✓ 点検整備記録簿の電磁的記録を表示することのできるスマートフォン等の

電子媒体を携行しているものの、当該媒体の故障、バッテリー切れ、電波の

状況等、その理由の如何を問わず、直ちに、当該媒体の映像面に点検整備記

録簿の電磁的記録を表示できない場合

✓ スマートフォン等の電子媒体の操作に不慣れであり、直ちに、当該媒体の

映像面に点検整備記録簿の電磁的記録を表示できない場合
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１１．．自自動動車車特特定定整整備備事事業業者者にに対対すするる行行政政処処分分

番番号号 業業態態 違違反反事事項項 違違反反概概要要 行行政政処処分分等等のの内内容容 備備考考

1 専業

特定整備作業不適切 特定整備作業に重大な瑕疵があった。
自動車特定整備事業の
停止　２０日

２２．．指指定定自自動動車車整整備備事事業業者者にに対対すするる行行政政処処分分

番番号号 業業態態 違違反反事事項項 違違反反概概要要 行行政政処処分分のの内内容容 備備考考

1 専業

検査の一部を実施せず保安基準適
合証に証明、交付

①法令の規定を遵守する体制ではない。
②故意により検査の一部を実施せずに適合証を交付した。
③故意以外により検査の一部を実施せず適合証を交付し
た。
④指定整備記録簿の一部記載漏れ、記載誤り。
⑤自動車検査員は検査の一部を実施せずに適合証に証
明した。

保安基準適合証等の交
付停止　３０日
自動車検査員解任命令

３３．．指指定定自自動動車車整整備備事事業業者者にに対対すするる文文書書警警告告（（自自動動車車検検査査員員にに対対すするる文文書書警警告告含含むむ。。））

番番号号 業業態態 違違反反事事項項 違違反反概概要要 行行政政処処分分のの内内容容 備備考考

1 ディーラ

①適合証等の不正交付
②同一性違反

同一性の相違する自動車にもかかわらず適合証を交付し
た。

支局長文書警告

2 専業

①適合証交付自動車の点検整備又
は検査上の瑕疵
②同一性違反

①同一性の相違する自動車にもかかわらず適合証を交付
した。
②検査員が同一性の相違する自動車にもかかわらず適合
証に証明した。

支局長文書警告

3 ディーラ

同一性違反 同一性の確認を実施しないまま保安基準適合証を交付し
た。

支局長文書警告

4 専業

保安基準不適合状態で適合証を交
付

大型後部反射器の取付状態が保安基準不適合状態であ
るにもかかわらず保安基準適合証を交付した。

支局長文書警告

5 専業

①適合証交付自動車の点検整備又
は検査上の瑕疵
②同一性違反

①同一性の相違する自動車にもかかわらず適合証を交付
した。
②検査員が同一性の相違する自動車にもかかわらず適合
証に証明した。

支局長文書警告

４４．．自自動動車車特特定定整整備備事事業業者者にに対対すするる文文書書警警告告

番番号号 業業態態 違違反反事事項項 違違反反概概要要 行行政政処処分分のの内内容容 備備考考

令令和和６６年年度度　　北北陸陸信信越越運運輸輸局局管管内内ににおおけけるる自自動動車車整整備備事事業業者者のの処処分分概概要要

北北陸陸信信越越運運輸輸局局　　自自動動車車技技術術安安全全部部　　整整備備・・保保安安課課
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１１．．自自動動車車特特定定整整備備事事業業者者にに対対すするる行行政政処処分分

番番号号 業業態態 違違反反事事項項 違違反反概概要要 行行政政処処分分等等のの内内容容 備備考考

1 専業

特定整備作業不適切 特定整備作業に重大な瑕疵があった。
自動車特定整備事業の
停止　２０日

２２．．指指定定自自動動車車整整備備事事業業者者にに対対すするる行行政政処処分分

番番号号 業業態態 違違反反事事項項 違違反反概概要要 行行政政処処分分のの内内容容 備備考考

1 専業

検査の一部を実施せず保安基準適
合証に証明、交付

①法令の規定を遵守する体制ではない。
②故意により検査の一部を実施せずに適合証を交付した。
③故意以外により検査の一部を実施せず適合証を交付し
た。
④指定整備記録簿の一部記載漏れ、記載誤り。
⑤自動車検査員は検査の一部を実施せずに適合証に証
明した。

保安基準適合証等の交
付停止　３０日
自動車検査員解任命令

３３．．指指定定自自動動車車整整備備事事業業者者にに対対すするる文文書書警警告告（（自自動動車車検検査査員員にに対対すするる文文書書警警告告含含むむ。。））

番番号号 業業態態 違違反反事事項項 違違反反概概要要 行行政政処処分分のの内内容容 備備考考

1 ディーラ

①適合証交付自動車の点検整備又
は検査上の瑕疵
②検査員の不正証明行為

①同一性の相違する自動車にもかかわらず適合証を交付
した。
②検査員が同一性の相違する自動車にもかかわらず適合
証に証明した。
（適合証交付時に誤ってリコール作業で入庫していた同型
の別車両の車両情報によりOSS申請を行ったもの）

事業者及び自動車検査
員に対する支局長文書
警告

2 専業

①適合証交付自動車の点検整備又
は検査上の瑕疵
②検査員の不正証明行為

①同一性の相違する自動車にもかかわらず適合証を交付
した。
②検査員が同一性の相違する自動車にもかかわらず適合
証に証明した。
（中古新規の現車提示時に架装により重量相違）

事業者及び自動車検査
員に対する支局長文書
警告

3 ディーラ

①適合証交付自動車の点検整備又
は検査上の瑕疵
②検査員の不正証明行為

①同一性の相違する自動車にもかかわらず適合証を交付
した。
②検査員が同一性の相違する自動車にもかかわらず適合
証に証明した。
（一時抹消後に新規検査で適合証を交付する予定であった
が、抹消前に適合証を交付）

事業者及び自動車検査
員に対する支局長文書
警告

4 専業

①保安基準不適合状態で適合証を
交付
②検査員の不正証明行為

①故意以外により保安基準不適合状態（大型後部反射器
が４分割のものを２枚のみ取付けしたことにより面積不足）
であるにもかかわらず適合証を交付した。
②検査員が保安基準不適合状態であるにもかかわらず適
合証に証明した。

事業者及び自動車検査
員に対する支局長文書
警告

5 専業

①適合証交付自動車の点検整備又
は検査上の瑕疵
②検査員の不正証明行為

①同一性の相違する自動車にもかかわらず適合証を交付
した。
②検査員が同一性の相違する自動車にもかかわらず適合
証に証明した。
（中古新規の現車提示時に架装により重量相違）

事業者及び自動車検査
員に対する支局長文書
警告

４４．．そそのの他他

番番号号 業業態態 違違反反事事項項 違違反反概概要要 行行政政処処分分のの内内容容 備備考考

1 ディーラ

適合証交付自動車の点検整備又は
検査上の瑕疵

令和５年１２月の法令改正以降に、ガス容器等再試験結果
証明書を検査員以外の者が証明証に証明した。

口頭注意

法令改正以前の高圧ガス
再検査の有資格者が証明
しており、検査作業も自動
車検査員立会いのうえ実
施していたため、口頭注意
とした。

令令和和６６年年度度　　北北陸陸信信越越運運輸輸局局管管内内ににおおけけるる自自動動車車整整備備事事業業者者のの処処分分概概要要

北北陸陸信信越越運運輸輸局局　　自自動動車車技技術術安安全全部部　　整整備備・・保保安安課課

Ⅱ　参考資料
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県 区分・年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
持込件数 76.0 73.1 76.8 74.5 76.0

新潟 指定整備 194.1 191.3 188.2 184.0 182.0

新潟計 270.1 264.4 265.0 258.5 258.0

新 対前年比 100.8 97.9 100.2 97.5 99.8

持込件数 42.4 41.4 42.8 41.5 42.5

長岡 指定整備 142.0 142.5 149.0 144.5 144.3

長岡計 184.4 183.9 191.8 186.0 186.8

潟 対前年比 104.7 99.7 104.3 97.0 100.4

持込件数 118.4 114.5 119.6 116.0 118.5

県計 指定整備 336.1 333.8 337.2 328.5 326.3

計 454.5 448.3 456.8 444.5 444.8

対前年比 102.4 98.6 101.9 97.3 100.1

持込件数 58.0 56.1 58.7 58.8 60.7

長野 指定整備 160.1 157.4 162.9 157.4 159.5

長野計 218.1 213.5 221.6 216.2 220.2

長 対前年比 102.4 97.9 103.8 97.6 101.9

持込件数 48.7 48.5 50.6 49.8 52.6

松本 指定整備 172.4 168.5 172.9 166.6 167.3

松本計 221.1 217.0 223.5 216.4 219.9

野 対前年比 103.1 98.1 103.0 96.8 101.6

持込件数 106.7 104.6 109.3 108.6 113.3

県計 指定整備 332.5 325.9 335.8 324.0 326.8

計 439.2 430.5 445.1 432.6 440.1

対前年比 102.8 98.0 103.4 97.2 101.7

持込件数 44.6 42.8 43.6 42.0 43.2

富山 指定整備 194.0 191.8 196.7 191.9 192.4

富山計 238.6 234.6 240.3 233.9 235.6

対前年比 102.8 98.3 102.4 97.3 100.7

持込件数 53.0 50.8 52.8 51.0 52.2

石川 指定整備 196.2 194.6 200.3 192.9 197.8

石川計 249.2 245.4 253.1 243.9 250.0

対前年比 104.0 98.5 103.1 96.4 102.5

持込件数 322.7 312.7 325.3 317.6 327.2

合計 指定整備 1,058.8 1,046.1 1,070.0 1,037.3 1,043.3

計 1,381.5 1,358.8 1,395.3 1,354.9 1,370.5

対前年比 102.9 98.4 102.7 97.1 101.2

（注） １．軽自動車を除く。

２．検査業務量の単位は千単位で示す。

２  管内継続検査件数の推移（過去５年）

　　　北陸信越運輸局
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ⅢⅢ　　統統計計資資料料

　　１１    管管内内自自動動車車保保有有車車両両数数のの推推移移（（過過去去５５年年））

年度
車種

588,817 584,161 579,474 574,587 570,759
18,115 18,725 19,254 19,490 19,732

489,473 489,982 493,800 496,313 497,734
1,096,405 1,092,868 1,092,528 1,090,390 1,088,225
100.0% 99.7% 100.0% 99.8% 99.8%

360,961 357,329 354,495 352,198 349,458
12,304 12,667 13,137 13,408 13,434

340,538 341,280 343,139 343,330 343,461
713,803 711,276 710,771 708,936 706,353

99.7% 99.6% 99.9% 99.7% 99.6%
949,778 941,490 933,969 926,785 920,217
30,419 31,392 32,391 32,898 33,166

830,011 831,262 836,939 839,643 841,195
1,810,208 1,804,144 1,803,299 1,799,326 1,794,578
99.8% 99.7% 100.0% 99.8% 99.7%
470,411 468,272 467,200 466,301 465,454
17,373 17,849 18,561 18,942 19,275

438,922 440,405 444,941 446,747 448,158
926,706 926,526 930,702 931,990 932,887

100.3% 100.0% 100.5% 100.1% 100.1%
485,511 482,308 480,311 478,785 477,677
17,344 17,931 18,541 18,986 19,254

446,417 449,219 453,494 456,443 458,381
949,272 949,458 952,346 954,214 955,312

100.1% 100.0% 100.3% 100.2% 100.1%
955,922 950,580 947,511 945,086 943,131
34,717 35,780 37,102 37,928 38,529

885,339 889,624 898,435 903,190 906,539
1,875,978 1,875,984 1,883,048 1,886,204 1,888,199
100.2% 100.0% 100.4% 100.2% 100.1%

508,754 505,475 503,040 500,163 497,396
12,819 13,315 13,864 14,238 14,495

369,817 371,144 373,840 375,617 376,983
891,390 889,934 890,744 890,018 888,874

100.0% 99.8% 100.1% 99.9% 99.9%
536,175 534,658 533,477 531,572 531,504
12,711 13,263 13,764 14,191 14,496

358,064 359,622 362,712 365,271 367,617
906,950 907,543 909,953 911,034 913,617

100.0% 100.1% 100.3% 100.1% 100.3%
2,950,629 2,932,203 2,917,997 2,903,606 2,892,248

90,666 93,750 97,121 99,255 100,686
2,443,231 2,451,652 2,471,926 2,483,721 2,492,334
5,484,526 5,477,605 5,487,044 5,486,582 5,485,268
100.0% 99.9% 100.2% 100.0% 100.0%

64

新潟

長岡

小計

登 録 車
小 型 二 輪
軽 自 動 車

計

3

計
対 前 年 比
登 録 車

2

長

野

小計

松本

長野

新

潟

支局等

登 録 車
小 型 二 輪
軽 自 動 車

小 型 二 輪
軽 自 動 車

計
対 前 年 比

対 前 年 比

登 録 車

登 録 車
小 型 二 輪
軽 自 動 車

計
対 前 年 比
登 録 車
小 型 二 輪
軽 自 動 車

計
対 前 年 比

軽 自 動 車
計

対 前 年 比
登 録 車
小 型 二 輪

北陸信越運輸局

軽 自 動 車
計

対 前 年 比

対 前 年 比

登 録 車
小 型 二 輪
軽 自 動 車

計

軽 自 動 車
計

対 前 年 比
登 録 車

5

小 型 二 輪

小 型 二 輪

県 区分・年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
持込件数 76.0 73.1 76.8 74.5 76.0

新潟 指定整備 194.1 191.3 188.2 184.0 182.0

新潟計 270.1 264.4 265.0 258.5 258.0

新 対前年比 100.8 97.9 100.2 97.5 99.8

持込件数 42.4 41.4 42.8 41.5 42.5

長岡 指定整備 142.0 142.5 149.0 144.5 144.3

長岡計 184.4 183.9 191.8 186.0 186.8

潟 対前年比 104.7 99.7 104.3 97.0 100.4

持込件数 118.4 114.5 119.6 116.0 118.5

県計 指定整備 336.1 333.8 337.2 328.5 326.3

計 454.5 448.3 456.8 444.5 444.8

対前年比 102.4 98.6 101.9 97.3 100.1

持込件数 58.0 56.1 58.7 58.8 60.7

長野 指定整備 160.1 157.4 162.9 157.4 159.5

長野計 218.1 213.5 221.6 216.2 220.2

長 対前年比 102.4 97.9 103.8 97.6 101.9

持込件数 48.7 48.5 50.6 49.8 52.6

松本 指定整備 172.4 168.5 172.9 166.6 167.3

松本計 221.1 217.0 223.5 216.4 219.9

野 対前年比 103.1 98.1 103.0 96.8 101.6

持込件数 106.7 104.6 109.3 108.6 113.3

県計 指定整備 332.5 325.9 335.8 324.0 326.8

計 439.2 430.5 445.1 432.6 440.1

対前年比 102.8 98.0 103.4 97.2 101.7

持込件数 44.6 42.8 43.6 42.0 43.2

富山 指定整備 194.0 191.8 196.7 191.9 192.4

富山計 238.6 234.6 240.3 233.9 235.6

対前年比 102.8 98.3 102.4 97.3 100.7

持込件数 53.0 50.8 52.8 51.0 52.2

石川 指定整備 196.2 194.6 200.3 192.9 197.8

石川計 249.2 245.4 253.1 243.9 250.0

対前年比 104.0 98.5 103.1 96.4 102.5

持込件数 322.7 312.7 325.3 317.6 327.2

合計 指定整備 1,058.8 1,046.1 1,070.0 1,037.3 1,043.3

計 1,381.5 1,358.8 1,395.3 1,354.9 1,370.5

対前年比 102.9 98.4 102.7 97.1 101.2

（注） １．軽自動車を除く。

２．検査業務量の単位は千単位で示す。

２  管内継続検査件数の推移（過去５年）

　　　北陸信越運輸局
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支局等別継続検査件数の推移 令和2年度
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令和5年度

令和6年度
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支局等 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 （対前年比）

新 潟 135 130 135 137 144 105.1%

長 岡 46 42 44 45 49 108.9%

長 野 99 95 102 107 111 103.7%

松 本 122 116 118 120 125 104.2%

富 山 93 92 100 101 108 106.9%

石 川 96 91 97 100 103 103.0%

合 計 591 566 596 610 640 104.9%

３　管内ユーザー車検受検件数の推移（過去５年）

単位は百単位で示す。
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支局・事務所別受検件数の推移

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

令和6年度

591 

566 

596 
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520

540

560

580

600

620

640

660

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

局全体の推移

項目 年度

2,108 2,115 2,107 2,095 2,085 2,072 2,088 2,087 2,088 2,098

606 613 613 614 614 609 611 608 603 601

（登） 73.3 73.8 73.8 73.9 74.0 74.1 73.9 73.8 73.9 73.4

（軽） 68.8 69.8 70.3 70.3 70.9 71.0 71.1 71.5 71.1 71.4

2,092 2,087 2,085 2,082 2,085 2,084 2,079 2,085 2,117 2,125

532 538 552 553 554 551 542 545 544 541

（登） 75.3 76.0 75.2 76.3 75.9 75.9 75.7 75.4 74.9 74.3

（軽） 68.9 69.7 70.3 70.5 70.3 70.3 70.1 70.1 70.0 69.7

1,017 1,019 1,023 1,019 1,018 1,003 1,019 1,026 1,027 1,030

411 412 412 412 411 411 412 415 411 412

（登） 80.7 81.6 81.7 81.4 81.6 81.7 81.3 81.9 82.0 81.7

（軽） 73.6 75.3 75.8 75.9 75.8 75.8 76.4 77.2 77.4 77.7

1,109 1,117 1,116 1,115 1,114 1,118 1,119 1,124 1,132 1,125

397 399 405 406 410 409 403 407 407 401

（登） 76.5 77.1 77.1 77.7 78.4 78.5 78.7 79.1 79.1 79.1

（軽） 69.2 70.1 70.8 71.3 72.5 73.2 73.5 74.1 74.3 74.5

6,326 6,338 6,331 6,311 6,302 6,277 6,305 6,322 6,364 6,378

1,946 1,962 1,982 1,985 1,989 1,980 1,968 1,975 1,965 1,955

（注）１．認証工場数には、指定工場を含んでいる。

　　　２．指定整備率は、継続検査における指定整備取扱い件数の割合を示す。

　　　３．指定整備率（登）は登録車の指定整備率を示し、指定整備率(軽）は軽自動車の指定整備率を示す。
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 ４　 管内認証・指定工場数及び指定整備率（過去１０年）
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５  管内認証・指定工場の実態（令和6年度末）
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指 定 工 場 数
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支局等 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 （対前年比）

新 潟 135 130 135 137 144 105.1%

長 岡 46 42 44 45 49 108.9%

長 野 99 95 102 107 111 103.7%

松 本 122 116 118 120 125 104.2%

富 山 93 92 100 101 108 106.9%

石 川 96 91 97 100 103 103.0%

合 計 591 566 596 610 640 104.9%

３　管内ユーザー車検受検件数の推移（過去５年）

単位は百単位で示す。
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令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

局全体の推移

項目 年度

2,108 2,115 2,107 2,095 2,085 2,072 2,088 2,087 2,088 2,098

606 613 613 614 614 609 611 608 603 601

（登） 73.3 73.8 73.8 73.9 74.0 74.1 73.9 73.8 73.9 73.4

（軽） 68.8 69.8 70.3 70.3 70.9 71.0 71.1 71.5 71.1 71.4

2,092 2,087 2,085 2,082 2,085 2,084 2,079 2,085 2,117 2,125

532 538 552 553 554 551 542 545 544 541

（登） 75.3 76.0 75.2 76.3 75.9 75.9 75.7 75.4 74.9 74.3

（軽） 68.9 69.7 70.3 70.5 70.3 70.3 70.1 70.1 70.0 69.7

1,017 1,019 1,023 1,019 1,018 1,003 1,019 1,026 1,027 1,030

411 412 412 412 411 411 412 415 411 412

（登） 80.7 81.6 81.7 81.4 81.6 81.7 81.3 81.9 82.0 81.7

（軽） 73.6 75.3 75.8 75.9 75.8 75.8 76.4 77.2 77.4 77.7

1,109 1,117 1,116 1,115 1,114 1,118 1,119 1,124 1,132 1,125

397 399 405 406 410 409 403 407 407 401

（登） 76.5 77.1 77.1 77.7 78.4 78.5 78.7 79.1 79.1 79.1

（軽） 69.2 70.1 70.8 71.3 72.5 73.2 73.5 74.1 74.3 74.5

6,326 6,338 6,331 6,311 6,302 6,277 6,305 6,322 6,364 6,378

1,946 1,962 1,982 1,985 1,989 1,980 1,968 1,975 1,965 1,955

（注）１．認証工場数には、指定工場を含んでいる。

　　　２．指定整備率は、継続検査における指定整備取扱い件数の割合を示す。

　　　３．指定整備率（登）は登録車の指定整備率を示し、指定整備率(軽）は軽自動車の指定整備率を示す。
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ⅣⅣ  そそのの他他資資料料（連絡先等一覧） 

 

１１    北北陸陸信信越越運運輸輸局局及及びび管管内内運運輸輸支支局局・・自自動動車車検検査査登登録録事事務務所所    

名称及び所在地 
郵便

番号 
部 署 名 電話番号 ＦＡＸ番号 

北陸信越運輸局自動車技術安全部 

  新潟市中央区美咲町1-2-1 

   新潟美咲合同庁舎2号館 

950-

8537 

管 理 課 

整 備 ・ 保 安 課 

技 術 課 

不正改造車・黒煙 110 番 

自動車の検査・整備 110 番 

(自動車の不具合情報の受付) 

（共通） 

025-285-9155 

 

 

025-285-9165 

025-285-9175 

新潟運輸支局 

  新潟市中央区東出来島14-26 

950-

0961 

総 務 企 画 

輸 送 ・ 監 査 

検 査 ・ 登 録 

（ テ レ ホ ン サー ビス ） 

整 備 ・ 保 安 

025-285-3123 

025-285-3124 

050-5540-2040 

 

025-285-3125 

025-285-0473 

長岡自動車検査登録事務所 

  長岡市摂田屋町字外川2643-1 

940-

1104 

検 査 ・ 登 録 

（ テ レ ホ ン サー ビス ） 
050-5540-2041 0258-22-3487 

長野運輸支局 

  長野市西和田1-35-4 

381-

8503 

総 務 企 画 

輸 送 ・ 監 査 

検 査 ・ 登 録 

（ テ レ ホ ン サー ビス ） 

整 備 ・ 保 安 

026-243-4384 

026-243-4603 

050-5540-2042 

 

026-243-5525 

 

026-259-4508 

 

松本自動車検査登録事務所 

  松本市平田東2-5-10 

399-

0014 

検 査 ・ 登 録 

（ テ レ ホ ン サー ビス ） 
050-5540-2043 0263-86-4751 

富山運輸支局 

  富山市新庄町馬場82 

930-

0992 

総 務 企 画 

輸 送 ・ 監 査 

検 査 ・ 登 録 

（ テ レ ホ ン サー ビス ） 

整 備 ・ 保 安 

076-423-0894 

076-423-0893 

050-5540-2044 

 

076-423-0892 

076-423-5509 

石川運輸支局 

  金沢市直江東1-1 

920-

8213 

 

代       表 

 

検 査 ・ 登 録 

（ テ レ ホ ン サー ビス ） 

 

 

076-208-6000 

 

050-5540-2045 

 

 

076-208-6002 

 

２２    独独立立行行政政法法人人自自動動車車技技術術総総合合機機構構北北陸陸信信越越検検査査部部・・事事務務所所    

  

名    称 所   在   地 郵便番号 電話番号 ＦＡＸ番号 

北陸信越検査部 

   長岡事務所 

   長野事務所 

   松本事務所 

   富山事務所 

   石川事務所 

新潟市中央区東出来島14-26 

長岡市摂田屋町字外川2643-1 

長野市西和田1-35-4 

松本市平田東2-5-10 

富山市新庄町馬場82 

金沢市直江東1-1 

950-0961 

940-1104 

381-0037 

399-0014 

930-0992 

920-8213 

025-282-2588 

0258-22-3382 

026-243-5542 

0263-58-0520 

076-491-6637 

076-290-7001 

025-283-5558 

0258-22-3487 

026-244-1462 

0263-86-4751 

076-423-5509 

076-290-7010 

Ⅳ　その他資料（連絡先等一覧）
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３３    軽軽自自動動車車検検査査協協会会新新潟潟主主管管事事務務所所及及びび事事務務所所・・支支所所    

  

名   称 所   在   地 郵便番号 電話番号 ＦＡＸ番号 

 

新潟主管事務所 

 

長岡支所 

   

長野事務所 

   

松本支所 

   

富山事務所 

 

石川事務所 

新潟市江南区亀田早通字川根

2940 

 

長岡市平島1-3 

 

長野市西和田1-38-1 

 

松本市平田東2-1-11 

 

富山市新庄町字馬場1-4 

 

金沢市直江東2-123-1 

 

950-0145 

 

940-1163 

 

381-0037 

 

399-0014 

 

930-0992 

 

920-8213 

050-3816-1850 

(コールセンター) 

050-3816-1851 

(コールセンター) 

050-3816-1854 

(コールセンター) 

050-3816-1855 

(コールセンター) 

050-3816-1852 

(コールセンター) 

050-3816-1853 

(コールセンター) 

 

025-288-1726 

 

0258-86-6874 

 

026-239-7074 

 

0263-85-3105 

 

076-423-8462 

 

076-208-5534 

                                        

                                

４４    自自動動車車整整備備振振興興会会    

  

名     称 所  在  地 郵便番号 電話番号 ＦＡＸ番号 

新潟県自動車整備振興会 

佐渡分室 

       長岡支所 

上越分室 

長野県自動車整備振興会 

松本分室 

富山県自動車整備振興会 

石川県自動車整備振興会 

新潟市中央区東出来島12-6 

佐渡市八幡2075の1 

長岡市摂田屋町字外川2697 

上越市三ツ屋町45-4 

長野市西和田1-35-2 

松本市平田東2-4-1 

富山市新庄町馬場24-2 

金沢市直江東1-2 

950-0961 

952-1311 

940-1104 

942-0042 

381-8510 

399-0014 

930-0992 

920-8213 

025-285-2301 

0259-52-3061 

0258-22-1112 

025-543-3224 

026-243-4839 

0263-58-3734 

076-425-0882 

076-239-4001 

025-285-2008 

0259-67-7677 

0258-22-1111 

0255-43-8985 

026-243-9810 

0263-86-5535 

076-424-6215 

076-239-4004 

 

 

５５    管管内内出出張張検検査査場場    

  

検査場名 所  在  地 維 持 団 体 等 郵便番号 電話番号 

佐 渡 

村 上 

上 越 

佐 久 

上 田 

伊 那 

飯 田 

七 尾 

佐渡市八幡2075の1 

村上市緑町4-2-81 

上越市三ツ屋45-4 

佐久市大字中込3387-1 

上田市大字住吉諏訪田65 

伊那市大字伊那部6002-1 

飯田市鼎切石5122 

七尾市白馬町ヨ部4-1 

新潟県自動車整備振興会 

下越自動車整備事業協同組合 

新潟県自動車整備振興会 

佐 久 自 動 車 協 会 

上 田 自 動 車 協 会 

上伊那自動車検査場維持会 

飯 田 自 動 車 協 会 

七 鹿 自 動 車 整 備 組 合 

952-1311 

958-0033 

942-0042 

385-0051 

386-0002 

396-0011 

395-0807 

926-0828 

0259-52-3061 

0254-52-3773 

0255-43-3224 

0267-67-4676 

0268-22-3310 

0265-72-3511 

0265-23-5896 

0767-57-2110 
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